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■行財政改革プラン[平成 27 年度～平成 31 年度]について ― 

 

地域のことは地域が決める地域主権型社会の進展により、「町は住

民と協働し、自らの判断と責任により、地域の実情に即した行政を展

開する」という自主・自立の考え方に即した行財政運営が求められて

います。 

住民の価値観の多様化、人口減少、少子高齢化環境への急速な進展

など社会情勢の変化に対応できるよう限られた人材、財源、町有資産

などの経営資源を有効かつ効率的に活用し、「最少の経費で最大の効

果」が得られるよう、町民満足度を高める質の高い行政サービスの提

供に取り組む必要があります。 

平成 26 年 12 月に策定した第 2 次飯綱町行政改革大綱（平成 27 年

度～平成 31 年度）は、飯綱町総合計画に基づき、行政に求められる

役割、期待や果たすべき責務を、常に最少の経費で最大の効果を挙げ

ながら実現するための行財政運営の指針となるものです。 

そして、その取組を着実に推進するため、具体的な取組内容と効果

を明示したものが「行財政改革プラン」です。 

  持続、発展する地域社会の実現と町民生活の満足度の向上をめざし、

限られた経営資源を有効かつ効率的に活用し、「最少の経費で最大の

効果」が得られるよう、質、量とも最適な行政サービスの運営をめざ

します。 

*「質」・・最少の経費で最大の効果が得られるよう町民の満足度を高め

る質の高いサービスの提供を目指し、成果重視の仕組みづくり、職員

の資質向上や町民協働の推進などによる「質」の改革。 

*「量」・・事務事業の再編整理等を図り、行財政の効率化・スリム化に

よる「量」の改革。 

今回策定した行財政改革プランの計画期間は、平成 27 年度から平成

31 年度までの５年間とします。  

 

 

 

 

2



■これまでの行政改革の取組と評価 

１．第 1 次行政改革大綱総括 

本町では、平成 18 年度から平成 26 年度の 9 年間を推進期間として、

第 1 次飯綱町行政改革大綱（以下「第 1 次大綱」という。）及びこれに

基づく集中改革プランを策定し、住民の意見・要望に迅速に対応できる

体制づくりを柱として、行政組織のスリム化を図るとともに、組織機構、

事務事業の評価を行い、効率的で効果的な行財政運営を目標に行政改革

に取り組んできました。 

第 1 次大綱の推進期間が平成 26 年度で終了することから、推進期間

に取り組まれた成果を検証することを目的に総括を行いました。 

 

２．改革の重点事項  

行政運営にあたっては、行財政改革の方向性に基づき、新たな視点の

行財政改革の推進を図るため、次の６項目を改革の重点事項としました。   

また、各重点事項の取組については、改革の具体的施策を掲げ改革に

取り組んできました。 

（１）効率的な組織・機構の編成 

（２）定数管理・給与の適正化及び人材育成 

（３）健全な財政運営 

（４）効率的な事務事業の推進 

（５）情報化の推進による行政サービスの向上 

（６）地域協働の推進・公正の確保と透明性の向上 

 

３．改革の具体的な取組と評価 

（１）効率的な組織・機構の編成 

①組織機構の簡素合理化 

  効率的で効果的な行財政運営を図るため、事務分掌の見直しを行い

適正な組織、機構の改革に努めてきました。また、職員の資質向上と

組織の活性化を図るため、グループ制、参事・企画員制を見直し係制

に改編しました。 

  現在の組織機構は、平成 23 年 4 月 1 日から実施しており、効率的 

 で効果的な行政運営に努めています。 

・平成 20 年度 総務課企画調整担当→まちづくり推進課 

・平成 22 年度 産業建設課→産業観光課 上下水道課→建設水道課 

・平成 23 年度 住民課→住民税務課 まちづくり推進課→企画財政課 

 組織の改編と係制の導入により、現在の組織機構は次のとおりです。 
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課 名 係  名 

議会事務局  

総務課 総務係 管理防災係 管財係 

住民税務課 生活環境係 課税係 収納係 収納係 国保年金係 

保健福祉課 福祉係 介護支援係 包括支援センター     

健康推進係 

産業観光課 

（三水庁舎） 

商工観光係 農林係 

建設水道課 

（三水庁舎） 

管理計画係 建設土地改良係 上水道係 下水道係 

教育委員会 総務教育係 子ども保育係 学校給食係  

生涯学習係 

会計室 会計係 

【課題・今後の方針】 

  町民サービスの維持に留意するため分庁方式を実施してきました

が見直しを行います。 

  行政事務の多様化及び一層の効率的な行政運営のため、平成 26 年 

 度に現組織機構の見直しを行い、平成 27 年度から実施する予定です。 

 

②組織の活性化 

      各課等の政策立案機能を高め、様々な課題に対して対応できるよう

課長会議及び庁内プロジェクトチーム設置要綱による町の政策事項

の庁内組織の横断的な調査研究を実施し、効率的な業務運営を行って

います。また、平成 18 年 6 月に職員提案制度実施要綱を定め、提案

されたうち 6 件が実施されました。 

実績：食の祭典、子育て支援センター設置、行政組織見直し、ｉバス

交通システム、牟礼庁舎窓口改善、宿日直室改善。 

【課題・今後の方針】 

  職員成案制度の充実を図るため、全庁的に活発な提案制度となるよ 

 う、テーマを決める、促進月間を設ける等、個々の職員から係、課と

して提案されるような制度の充実を目指します。 

 

③審議会、委員会の活性化 

  審議会・委員会は、行政の附属機関としての役割を担っており、行

政活動の一部を補完することが求められています。平成 23 年 4 月に

男女共同参画計画を策定し、男女共同参画社会の形成を積極的に推進
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し各所委員会等へ女性委員の登用を推進してきました。 

【課題・今後の方針】 

  継続して審議会、委員会の活性化と男女共同参画社会の形成を図る 

ことから、女性委員の登用を推進し、広く町民の意見を反映できる審 

 議会、委員会の設置を推進します。 

 

（２）定数管理・給与の適正化及び人材育成 

 ①給与・手当の見直しと適正化 

  職員の給与については、退職時特別昇給の廃止、特殊勤務手当の見 

直しや管理職手当の未支給、休日勤務の代休制により総人件費の抑制、 

町独自に一般職の給与減額を図ってきました。 

さらに基本的には国家公務員に準拠し、人事院勧告に沿った対応を 

してきました。 

【課題・今後の方針】 

  平成 24 年度から飯綱町職員の人事評価に関する実施要綱に基づき 

人事評価を実施していますが、給与制度への反映を考慮した人事評価 

を検討したい。 

 

②職員の定数管理 

  平成 17 年 10 月 1 日の職員実数（病院職員は除く。）は 164 人でし 

た。削減目標により平成 26 年 4 月 1 日現在の職員目標数 135 人に対 

し、実績数 133 人で目標値を上回る削減を達成しました。 

【課題・今後の方針】 

  今後の定年退職を見据えた計画的な職員採用計画を立て、より効率 

的な職員の定数管理を推進します。 

 

③職員の意識改革と人材育成の推進 

地方分権時代の新しい行政課題に的確に対応するため、平成 23 年 

 度において飯綱町人材育成基本方針を策定し、新規採用職員から専門 

分野における職員研修の実施により職員の意識改革、資質向上を図り 

ました。 

主催者：長野県市町村研修センター 長野広域連合 日本経営協会 

    全国市町村国際文化研修所 等 

【課題・今後の方針】 

  職員研修計画を策定し、職員研修の充実を図る中で職員の意識改革、 

資質の向上等、人材育成の推進を図ります。 
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職員数の推移 （各年4月1日現在　単位：人）

項　　　目 H17.10.1 H18.4.1 H19.4.1 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1

目標職員数 164 163 158 159 154 149 146 144 138 135

実職員数 164 163 157 156 152 149 141 135 132 133

対目標増減数 0 0 -1 -3 -2 0 -5 -9 -6 -2

対目標増減累計 0 0 -1 -4 -6 -6 -11 -20 -26 -28

H17.10.1実職
員数からの増
減累計

0 -1 -7 -8 -12 -15 -23 -29 -32 -31

*病院職員は除く  

 

（３）健全な財政運営 

①事務的経費の見直し 

 経常経費の削減を図るため、実施計画のローリング（見直し）は全 

事業行い予算編成を行っています。 

 職員の定員管理計画においては、目標値を上回る職員数の減により 

人件費の抑制を行ってきました。また、職員の休日勤務に対する代休 

制度により人件費を抑制しました。また、需用費（消耗品、光熱水費 

等）の各公共施設の経費節減を徹底してきました。 

 歳出の抑制に関して、投資的事業については、事業の必要性、効果、 

後年度負担を検討し、起債（借入）にあたっては、交付税措置のある 

合併特例債を中心に有利な地方債の発行に努め、借入も低利子の資金 

活用等、公債費の抑制を図ってきました。平成 26 年度公債費の目標 

は 6.4 億円に対し 5.9 億円の予算となっています。 

 また、後期高齢者医療、国民健康保険制度など医療給付費や保険料

軽減に比例する町の負担については法定分の負担をしており、法定外

負担となる赤字補てん等の繰出しは行っていません。 

【課題・今後の方針】 

 今後も継続した経常経費の節減に取り組みます。また、公債費の伸 

びが予想されますが、減債基金の活用など繰上償還により公債費の負 

担の平準化に努める必要があります。 
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②補助金等の整理合理化 

  補助金等の整理については、事業効果を精査する中、団体の統一や

自立育成を検討しながら実施してきました。また、事業効果を分析す

る行政評価制度を導入して、その必要性、有効性、公平性等について

評価を行うことにより整理等を行ってきました。 

 【課題・今後の方針】 

  補助金等は、行政サービスを補完する公共サービスを提案するうえ

で重要な役割を担っていますが、行政評価により引き続き必要性等を

精査し継続して整理等を検討していきます。 

 

③町税等の歳入確保と負担の適正化 

  税に関する滞納整理の強化については、平成 23 年 4 月より収納係 

 を設け、法令に基づいた滞納処分を厳正かつ公平に執行してきた結果、 

 平成 21 年度 92.2％であった徴収率を平成 26 年度見込みでは 95.1％ 

 と向上しています。県内の徴収共同化への取り組みは、平成 22 年 12 

月に県下全市町村が参加して「長野県地方税滞納整理機構」を設立し、 

町では、平成 23 年度から平成 25 年度で 15 件（本税 18,525,700 円） 

の案件を移管し、9 件（本税 1,563,700 円）の徴収、6 件（本税 16,962,000 

円）の執行停止処分を行いました。 

  新たな財源確保として、封筒、ホームページ等への広告掲載による

広告料の収入、ふるさと納税による自主財源の収入を図りました。 

  また、企業誘致の推進と雇用の場を確保するため、飯綱町企業立地

の促進に係る固定資産税の課税免除に関する条例を平成２４年度に、

飯綱町創業者支援利子補給金交付要綱を平成２５年度にそれぞれ制

定しました。企業立地促進法により１社が平成２６年度開業を予定し

ています。 

  平成 25 年度に公有財産等台帳システムを導入したことにより、未

利用の土地・建物の把握が容易になったこと、また、普通財産譲渡事

務取扱要綱及び財産に関する条例を整備したことにより、売却・貸付

手続きが明確になりましたので、未利用地等については随時、活用方

法の検討・処分等が進められるよう努めています。 

  負担の適正化については、飯綱福祉センター使用料見直し検討では

施設の規模及び利用状況等から現状の料金体系が適当であるとの判

断であり、今後のセンターのあり方の検討をします。また、ごみ排出

減量化計画策定のため研究会を立ち上げました。 
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【課題・今後の方針】 

  町内の大口滞納者、少額分納者の滞納処分の強化をどう図っていく

かが課題であり、長野県地方税滞納整理機構への移管を計画的、効率

的に行っていきます。 

  広告募集については、ホームページや広報紙を活用し、各種媒体の

魅力づくりと絡めた検討を引き続き行います。また、ふるさと納税制

度は、新規寄付者を増やすためホームページ等により制度周知と推進

を図り、６次産業化の推進と併せた検討をします。 

  公の施設等のあり方については、統合、解体等の今後の方向性につ

いて検討を進め、維持管理費の節減を図る必要があります。 

  長野広域連合ごみ処理施設の稼働は平成３０年４月を予定してお

り、可燃ごみ有料化についても研究会で調査研究します。 

 

＊25 年度は見込 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町税徴収率の推移

滞納分

合計

18年度

97.79% 97.78% 98.00%

町税徴収率

現年分 98.24% 98.40%

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度（見込）

98.52% 98.77% 98.85%

16.20% 11.47% 16.99% 13.82% 19.05% 15.41% 17.38% 28.31%

93.63% 92.99% 92.59% 92.15% 92.60% 92.71% 93.86% 95.14%
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（４）効率的な事務事業の推進 

①事務事業の再編・整理、廃止・統合 

 平成 20 年度から全事務事業の現況、課題等について実施しました。 

21・22 年度は実施計画、予算編成前に事業評価を実施、23 年度は前 

期基本計画の事業評価と併せ事業の有効性と効率性の評価をしまし

た。24 年度は行政評価実施要綱を制定し実施しました。 

事業の成果を意識することで、事業の必要性、有効性及び効率性の

視点から検証し、職員の意識改革や事務事業の改善が図られました。   

評価結果内容は,、町ホームページで平成 23・24 年度事務事業につ

いて公表しました。 

【事務事業】 

平成 23 年度事業 

評価 166 事業 

拡充 

拡大 
改善 

現行 

維持 

縮小 

統合 

休止 

廃止 

民間 

委託 

事業の方向性 20 34 105 4 2 1 

 

平成 24 年度事業 

評価 134 事業 

拡充 

拡大 
改善 

現行 

維持 

縮小 

統合 

休止 

廃止 

民間 

委託 

事業の方向性 23 29 78 1 2 1 

 

性質別歳出決算の状況

区　　　分

人件費

扶助費

公債費

物件費

うち職員給

維持補修費

補助費等

繰出金

積立金

投資・出資金・貸付金

うち一部事務組合負担金

18年度

1,232,778

834,755

288,987

875,046

681,378

93,982

1,273,916

278,823

773,737

214,124

20,000

19年度

1,155,347

779,258

344,948

1,037,427

744,205

107,830

1,328,546

268,374

850,307

183,481

145

20年度

1,129,462

748,879

364,321

715,792

691,682

106,530

1,636,992

263,290

885,503

163,300

1,900

21年度

1,059,318

680,678

383,922

694,141

717,012

118,646

1,565,387

230,012

916,906

226,885

26,000

22年度

1,046,961

671,461

499,915

640,758

773,667

101,057

1,275,609

227,938

1,005,154

597,892

5,000

23年度

1,017,524

643,310

503,578

576,824

850,291

144,052

1,301,146

204,809

921,010

301,150

0 0

24年度

988,922

618,015

512,267

530,693

813,408

171,739

1,379,422

147,586

903,296

113,310

1,118,418

150,105

839,476

349,486

21,000

25年度(見込）

957,883

607,608

524,414

912,735

855,005

583,811

6,336,047

420,287

6,115,769

投資的経費

歳出合計

475,939

5,929,887 6,825,016

885,956

6,299,013

△ 25,295 △ 10,407

1,985,746

7,693,963

1,710,646

7,656,659

176,487

868,284

6,623,188

前年度比較増減 △ 55,497 △ 30,379 △ 68,201 △ 9,217 △ 28,151

1,209,441
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【補助金評価】 

平成 23 年度事業 

評価 78 事業 

拡充 

拡大 
改善 

現行 

維持 

縮小 

統合 

休止 

廃止 

民間 

委託 

事業の方向性 5 14 49 3 7 0 

 

平成 24 年度事業 

評価 72 事業 

拡充 

拡大 
改善 

現行 

維持 

縮小 

統合 

休止 

廃止 

民間 

委託 

事業の方向性 5 11 53 1 2 0 

【課題・今後の方針】 

  総合計画の施策体系に沿った施策や事務事業の目的や対象、意図を 

明確にしＰＤＣＡ「計画（Plan）－実施（Do）－評価（Check）－改  

善（Action）」の経営サイクルを機能させ、効率・効果的な行政運営   

を目指します。 

②民間委託等の推進 

公の施設の効率的な管理と民間手法を取り入れたサービスの向上 

 を図るため、民間経営感覚を取り入れた指定管理者制度の活用により 

経費の節減等を図りました。 

 むれ温泉天狗の館、飯綱東高原観光施設、飯綱東高原保健休養地及 

び関連観光施設管理棟については、引き続き指定管理者制度により管 

理運営を実施し、いいづなリゾートスキー場については、平成 24 年 

度より指定管理者制度により管理運営を実施しており、利用者の福祉 

増進、公平な利用、低コスト管理など、制度の目的を達成しています。 

 また、飯綱町ふるさと振興公社は、その時々の時代の要請を受けて 

設立されたものですが、事業の運営等専門知識を有する者による役員

体制の構築を進め、専門的な事業運営の統括がなされ、平成 23 年度

から補助金を廃止し独立採算の組織に改革を図りました。 

 飯綱町土地開発公社は、公有地の先行取得のために設立されたもの 

です。町に代わる代行用地のすべてが 10 年以上経過しており、公社 

で保有すべきものでないこと。また、借入金利子が毎年発生し公社の 

財政に悪影響を及ぼしている。これらから公社保有土地は町に売却し 

普通財産とし、平成 25 年 7 月 9 日飯綱町土地開発公社の解散及び清 

算が終了しました。 

【課題・今後の方針】 

  町が責任を持って直接実施しなければならない事務事業を除き、引
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き続き指定管理者制度を活用した施設の管理運営を実施します。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間活力の活用

公の施設の管理状況

施設名称 H26/4/1現在施設数 管理区分 H26/4/1現在施設数

①レクリェーション・スポーツ施設 9 指定管理者 16

②産業振興施設 11 業務委託 15

③基盤施設 11 直接管理 46

④文教施設 15 譲渡

⑤医療・社会福祉施設 11 用途変更・廃止

⑥その他施設 20

計 77 77

①レクリェーション・スポーツ施設

1

2

3

4

5

6

7

8

9 日向運動施設 〇
グラウンドは長野北少年
野球連盟に管理委託

NO 施設名称 指定
管理

業務
委託

直営
指定管理者
委託先業者

管理内容

平成26年4月1日現在の公の施設の管理運営状況

牟礼B&G海洋センター 〇

ふれあいパーク施設

むれ温泉天狗の館

飯綱高原ゴルフコース

ログハウス他公園内施設

屋内ゲートボール場
（りんごパーク）

普光寺テニスコート
クラブハウス

〇

〇

三水B&G海洋センター 〇

〇

〇

〇

〇

オーガニックリゾート（株）

オーガニックリゾート（株）
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③基盤施設

1

2

3

4

5 クリーン飯綱 〇 長野県下水道公社 運転管理

からまつの丘地区浄水処理場 〇 第一公害プラント(株) 運転管理

黒川浄化センター
クリーンピア（みなみ、倉井）
クリーン（上赤塩、赤東）

〇 (有)長野浄化槽者 運転管理

クリーンセンター（牟礼、袖之山）
坂口浄化センター

〇 黒姫ホームサービス(株) 運転管理

福井団地終末処理場 〇 (有)長野浄化槽者 運転管理

NO 施設名称

平成26年4月1日現在の公の施設の管理運営状況

指定
管理

業務
委託

直営
指定管理者
委託先業者

業務内容

②産業振興施設

1

2

3

4

5

6

7

8

9

地場産工房よこ亭・味わい広場直
売センター・味わい広場農村公園

〇
(有)飯綱町ふるさと振興
公社

三水農畜産物直売 〇 三水農産物直売加工組合

交流人材育成施設 〇 飯綱町社会福祉協議会

りんごパークセンター 〇

牟礼農林産物加工施設 〇

フレーム棟
（林産集落関係施設）

〇

緑の家（林業活動拠点施設） 〇

NO 施設名称

平成26年4月1日現在の公の施設の管理運営状況

指定
管理

業務
委託

直営
指定管理者
委託先業者

管理内容

牟礼加工所（旧中央保育園） 〇 七味の会

雪室施設 ○
(有)飯綱町ふるさと振興
公社
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④医療・社会福祉施設

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

地域活動支援センター
（旧三水村公民館）

〇 特定非営利活動法人SUN 相談業務

障害者就労支援施設
たんぽぽ

〇 特定非営利活動法人SUN 就労支援

デイサービスセンター
ふれあいの園

〇 飯綱町社会福祉協議会

元気の館 〇

ひだまり園 〇 飯綱町社会福祉協議会 通所介護

飯綱福祉センター 〇 〇 土・日・祝日長野シルバー人材 受付業務

宅老所よってけ家 〇 飯綱町社会福祉協議会 通所介護

飯綱健康管理センター 〇

NO 施設名称

平成26年4月1日現在の公の施設の管理運営状況

指定
管理

業務
委託

直営
指定管理者
委託先業者

業務内容

飯綱病院 〇

訪問看護ステーション 〇

小規模多機能型施設
ニチイケアセンターいいづな

○ （株）ニチイ学館 居宅介護・居宅介護支援
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⑤その他施設

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

旧三水庁舎公衆トイレ 〇 飯綱町人材活用センター 清掃業務

普光寺東沢若者住宅 〇

赤塩扇平団地若者住宅 〇

峯団地若者住宅 〇

赤塩扇平公営住宅 〇

普光寺堰下公営住宅 〇

教員住宅（三水地区） 〇

日向センター 〇

除雪機械格納庫 〇

福井団地若者住宅 〇

旧中央保育園 〇

牟礼駅前公衆トイレ 〇 飯綱町人材活用センター 清掃業務

農業用ため池（霊仙寺湖） 〇

芝広場公衆トイレ 〇 オーガニックリゾート（株）

飯綱東高原観光施設 〇 オーガニックリゾート（株）

飯綱東高原総合管理センター 〇 オーガニックリゾート（株）

つつじが原管理センター 〇 オーガニックリゾート（株）

福井団地簡易郵便局 〇

教員住宅（牟礼地区） 〇

公営住宅（栄町） 〇

NO 施設名称

平成26年4月1日現在の公の施設の管理運営状況

指定
管理

業務
委託

直営
指定管理者
委託先業者

業務内容
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（５）情報化の推進による行政サービスの向上 

①インターネットを活用した住民サービスの向上 

  事務の効率化と住民サービスの向上に向け、ホームページ上で各種

手続きや申請書様式のオンライン提供を図っています。 

  現在、町の電子申請サービスは、４業務の届出等の手続きができる

ほか、送信した申請書等の処理状況を確認することができます。 

  また、町の情報資産の機密性、完全性及び可用性を維持するための

対策を整備することを目的に、平成 25 年 5 月に飯綱町情報セキュリ

ティポリシーを策定するとともに、一般職員向け及び各部署セキュリ

ティ管理者向けにそれぞれの職責に応じた情報セキュリティの考え

方や必要性、遵守事項を掲載した資料を作成し周知しました。 

 【課題・今後の方針】 

  町ホームページからの各種手続き・申請書様式のオンライン化の充

実を図るとともに、情報セキュリティの確保と利用可能な電子申請の

導入について調査・研究を行います。 

職員の情報セキュリティに対する意識を高めるため、自治体での情

報漏えい等、具体的な事例を交えた職員研修を実施します。 

 

（６）地域協働の推進・公正の確保と透明性の向上 

①地域協働の推進 

  自助、共助、公助の考え方を基本とし、町民と行政の役割分担を明 

確にするとともに、区、組や各種団体、ボランティア団体等との連携

をより密にした地域連携による行政運営に努めてきました。 

 原材料支給による道路等の整備、自主防災組織の組織率向上、町一

斉清掃日の実施による区組との連携や地域資源を活かした魅力ある

まちづくり活動を行う団体への活動支援事業の充実を図ってきまし

た。 

 【課題・今後の方針】 

  住民からの提言や意見を取り入れた開かれた町政運営や住民全体

が積極的にまちづくりに携われる体制づくりをさらに強化し、住民と

行政の共動によるまちづくりの推進を図ります。また、住民主体によ

るまちづくり活動に対し、多くの団体に支援できるようまちづくり活

動支援事業の充実を図ります。 
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②情報提供の推進   

  行政情報を積極的に公開、提供することにより町民との情報の共有 

 に努めました。 

町ホームページについては、利用しやすさ・新鮮度・情報公開度・ 

 双方向コミュニケーション等の点について検討し、平成 23 年度に職

員のスキルに依存することなく、町ホームページのデザインや統一性

を確保し、町民並びに利用者へ迅速に情報を提供するため再構築を図

りました。担当者が自らコンテンツを作成し、リアルタイムに情報掲

載することによりホームページの充実を図りました。 

 町民の声を活かした行政運営の推進に努め、住民企画提案制度、町 

長ホットライン、町長への手紙、ホームページ、広報などの媒体を活 

用し、身近な行政実現に向け広く町民から企画や意見を募りました。 

  また、希望する講座を職員が直接説明に出向く出前講座の利用拡大 

 と充実に努め、身近な行政の実現を図りました。 

 【課題・今後の方針】 

  町ホームページにおいては、コンテンツの更新頻度に偏りがあるこ 

とから、情報伝達手段として重要性を再認識するための研修や操作研

修を行うことにより鮮度の高いホームページを維持します。 

 また、情報提供により幅広く住民が意見や提言をしやすい体制をつ

くり、住民の意見を反映できる調整の運営に努めます。 

 

４．第 1 次飯綱町行政改革大綱の成果と次期大綱への継承 

 第 1 次飯綱町行政改革大綱の推進にあたり、行財政改革の実施計画で

ある集中改革プランを策定し、具体的な取組事項及び取組内容に対し、

年度目標を設定し計画的に実施してきました。 

 平成 21 年度には、集中改革プランに対する評価と見直しを行うこと

で、新たな課題への対応を改めて位置付け、効果的、効率的な行財政運

営の推進に努めてきました。 

◆集中改革プラン H22～H26-行財政改革実施計画 52 項目の達成状況－ 

・実施達成６項目（11.6％） 実施後継続４０項目（76.9％） 

・検討  ５項目（9.6％）  廃止     １項目（1.9％） 

 平成 18 年度から取り組んだ第 1 次大綱では、効率的な組織機構への

改革、定員管理計画の見直しによる職員数の削減と人件費の抑制、行政

評価による事務事業の改善などにおいて成果がありましたが、検討とな

った取組事項及び今後も引き続き継続する取組事項は、第２次大綱の実

施計画（行財政改革プラン）へ引き継ぎます。 

16



■財政の見通しについて 

１ 本財政見通しの位置づけ  

この財政見通しは、第１次飯綱町総合計画後期基本計画を推進するに

あたり、実現の基礎となる実施計画の計画期間における財政収支を推計

したものです。  

平成２９年度も、第１次飯綱町総合計画後期基本計画の施策に沿って推

計していますが、第２次飯綱町総合計画を策定後、その施策に沿って見

直しを行います。  

また、基本計画等の策定の中で検討される、将来の人口動態や町の政策

展開、大規模プロジェクトへの取組み等の方向性を踏まえ、諸条件の修

正を行うとともに、国における経済見通しや税と社会保障の一体改革等

の影響を踏まえ、基本計画（財政計画）等の策定と合わせて、改めて中

期財政計画の策定を予定しています。  

 

２ 本財政見通しの期間  

期間は平成２７年度から平成２９年度までの３年間とし、実施計画との

整合を図ります。 

  

３ 財政収支の推計方法  

現時点で想定される後年度の予定事業費及び財源について、積算した結

果を集計した上で、社会経済情勢なども考慮しながら、現時点で見込み

得る数値を積上げて推計しています。  

また、実施計画は、平成２７年１０月以降、消費税率が10％に引上げ

られることを見込み作成していることから、財政見通しについても、そ

の影響を見込んでいます。 

（１） 歳入の予測  

① 町税  

個人住民税は納税義務者数や所得割額、固定資産税は土地や償却資産

の課税標準額、家屋の価格など、税目ごとに過去の実績をベースに推計

しています。 また、平成28年度以降、軽自動車税は税制改正に伴う増

加を見込んでいます。  

② 譲与税・交付金  

過去の実績及び消費税率の引上げの影響などを見込み推計しています。  

③ 地方交付税  

平成28年度以降、合併算定替による特例加算措置が段階的に縮減とな

るものとして推計しています。  
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基準財政需要額のうち個別算定経費、包括算定経費は、推計人口を基

に、人口減による影響額を反映し推計しています。また、事業費補正及

び公債費は積上げにより、臨時費目等は平成 26 年度算定ベースで推計

しています。  
一方、基準財政収入額は、町税、譲与税・交付金等に連動して推計し

ています。  

④ 国・県支出金  

実施計画で予定されている補助事業について、その事業費の見込みに

応じ推計しています。  

⑤ 地方債  

実施計画で予定されている適債事業に対しては、交付税措置率の高い

合併特例事業債、緊急・防災減災事業債等を積極的に活用することを想

定しています。  

⑥ その他  

その他の特定財源については、歳出に連動させて推計しています。  

また、統合保育園整備、庁舎建設等に係る、基金繰入金を想定してい

ます。  

 

（２） 歳出の予測 

① 人件費  

定員適正化の推進等による一定の定数減を見込み推計しています。 

② 公債費  

既発行分の地方債の償還に、新規発行分の償還を加え、所要の元利償

還見込額を推計しています。  

③ 繰出金等  

国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療の各特別会計への

繰出金等については、これまでの増加実績等を踏まえ、一定の増加が続

くことを想定しています。  

④ 主要事業経費  

実施計画（主な事務事業）に基づいて計上しています。なお、人件費、

公債費、繰出金等は除いています。  

⑤ 経常経費  

過去の実績をベースに、現時点で想定される後年度の予定事業費を積

上げて推計しています。  

また、委託料等の物件費、公共施設の維持補修費等について、毎年度

の見直しにより、縮減を図ることを想定しています。  
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■第２次飯綱町行政改革大綱 行財政改革実施計画の体系  
 
１．時代に対応した行政経営  

具体的施策  項目  取組項目  

行政評価制度の確立  

行政評価制度の確立  

1.成果指標による行政評価の実施

（事務事業・補助金・施策）  

2.事務事業の再編・整理等  

3.補助金等の見直し  

外部評価制度の導入  
4.外部評価制度の研究と導入  

定 員 管 理 及 び 給 与 体

系の整備  
定員管理計画  5.定員管理計画の見直し  

人事給与制度  
6.人事評価制度の適正な運用  

7.職員給与の適正化  

定員・給与等の状況の

公表  

8.定員・給与等の状況の公表  

行政情報化の推進  

事務の効率化・迅速化  

9.基幹系電算システム共同化  

10.統合型 GIS（地図情報ｼｽﾃﾑ）の構

築  

情報共有化への取り組

み  

11.情報セキュリティーポリシー遵

守の徹底  

情 報 通 信 技 術 の 利 用

による行政サービス  情報通信技術の利用に

よる行政サービス  

12.電子申請サービスの充実  

13.緊急情報配信サービスの構築  
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２．持続可能な財政の健全運営  
具体的施策  項目  取組項目  

歳入の確保  

徴収率向上対策  

14.税等徴収率の向上  

15.長野県地方税滞納整理機構と

の連携  
受益と負担の適正化  16.使用料・手数料等の見直しの検

討  
17.i バス乗車料金の見直しの検討  

18.廃棄物処理の受益者負担の検

討  
町有資産等の有効活

用  
19.町有資産の検証と貸付・売却処

分の検討  
新たな財源確保  20.人口増加施策の推進  

21.企業誘致の推進  

22.ふるさと応援寄付制度の充実  

23.有料広告事業の取り組み  

特定財源の確保  24.国・県補助金等の確保  

歳出の抑制対策  経常経費の削減  25．経常経費の削減  

各種補助金等の見直

し  
26.補助金の総括的統一基準によ

る適正化  
委託費等の見直し  27.委託業務の見直し  

28.基幹系電算システム共同化  

特別会計の負担金の

見直し  
29.特別会計の経営健全化  

公債費の抑制  30.公債費の抑制  

公共施設管理の適正

化  
31.公共施設のあり方の検討  

地方公営企業  32.水道事業会計  

33.病院事業会計  
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財政状況の公表等  公会計の整備  34.統一的な基準による財務書類

等の  
作成と活用  

財政状況の公表  35.財政状況の公表  

町有資産、公共施設等

の総合的かつ計画的

な管理の推進  

公共施設等総合管理

計画の策定  
36.公共施設等総合管理計画の策

定  
37.町有資産の利活用と売却等の

検討  
38.民間活力の導入（指定管理者制

度の充実）  

 
３．人材育成と組織機構の改革による行政体制の強化  

具体的施策  項目  取組項目  

人材採用方針の明確

化  
人材採用方針の明確

化  
39.職員採用計画  

人材育成の推進  職員の意識改革と人

材育成  
40.人材育成基本方針の適正な運

用  
41.職員研修の充実  

職員提案制度の充実  42.職員提案制度の充実・活用  

組織機構の改革  分庁方式の見直し  43.分庁方式の見直し  

効率的な組織機構へ

の改革  
44.変化に対応した効率的な組織

機構への改革  

45.庁内プロジェクトチームの機

能強   
 化  

町民サービスの充実  46.各窓口業務の充実  

47.延長保育、放課後児童クラブの

推  
 進  
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４．協働と連携による行政の推進  

具体的施策  項目  取組項目  

行政情報の発信  行政情報の発信  48.町ホームページの充実と研修  

49.広報の充実  

出前講座  50.出前講座の推進  

行政への町民参加  行政への町民参加  51.各種審議会等の公募委員の登

用  
52.住民企画提案制度の充実  

女性が参画しやすい

環境づくり  
女性が参画しやすい

環境づくり  
53.男女共同参画計画の推進  

54.各種審議会等の女性委員の登

用率向上  

地域連携の強化  区・組との連携  55.職員地域担当制度の活用  

56.協働による集落機能の強化  

57.区組の再編の検討  

各種団体、ボランティ

ア団体、ＮＰＯとの連

携  

58.協働によるまちづくり活動  

59.団体の活動支援  
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．
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等
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図
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の

職
務

・
職

責

及
び

業
務

実
績

な
ど

人
事

評
価

制
度

を
反

映
し

た
給

与
体

系
の

整
備

を
推

進
し

ま
す

。
 

①
定

員
管

理
計

画
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

５
 

定
員

管
理

計
画

の
見

直
し

 
総

務
課

 
平

成
2

7
年

4
月

1
日

の
職

員
数

を
基

準

と
し

た
定

員
管

理
計

画
を

策
定

し
、

将
来

を

見
据

え
た

効
果

的
な

職
員

の
運

営
を

目
指

し

ま
す

。
 

【
一

般
行

政
職

員
数

】
 

平
成

2
7

年
4

月
1

日
 

1
3

4
人

 

平
成

3
1

年
4

月
1

日
 

1
2

5
人

 

1
3

4
 

◎
 

1
3

4
 

→
 

1
3

1
 

→
 

1
2

9
 

→
 

1
2

5
 

→
 

         

25



【
採

用
者

・
退

職
者

の
見

込
】

 

職
 

種
 

区
分

 
年

度
（

4
月

1
日

）
 

計
 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

①
一

般
行

政
部

門
 

職
員

数
 

1
0

0
 

9
9

 
9

6
 

9
4

 
9

0
 

△
1

0
 

減
 

員
 

3
 

2
 

5
 

3
 

6
 

1
9

 

増
 

員
 

4
 

1
 

2
 

1
 

2
 

1
0

 

増
 

減
 

1
 

△
1

 
△

3
 

△
2

 
△

4
 

△
9

 

②
特

別
行

政
部

門
（

教
育

）
 

職
員

数
 

1
6

 
1

7
 

1
7

 
1

7
 

1
7

 
1

 

減
 

員
 

2
 

 
1

 
 

1
 

4
 

増
 

員
 

2
 

1
 

1
 

 
1

 
5

 

増
 

減
 

 
1

 
 

 
 

1
 

③
公

営
企

業
等

部
門

 

職
員

数
 

1
8

 

(1
1

6
) 

1
8

 

(1
1

6
) 

1
8

 

(1
1

6
) 

1
8

 

(1
1

6
) 

1
8

 

(1
1

6
) 

0
 

減
 

員
 

 
 

 
 

 
0

 

増
 

員
 

 
 

 
 

 
 

増
 

減
 

 
 

 
 

 
 

合
 

計
 

職
員

数
 

1
3

4
 

(2
5

0
) 

1
3

4
 

(2
5

0
) 

1
3

1
 

(2
4

7
) 

1
2

9
 

(2
4

5
) 

1
2

5
 

(2
4

1
) 

△
9

 

(△
9

) 

減
 

員
 

5
 

2
 

6
 

3
 

7
 

1
8

 

増
 

員
 

6
 

2
 

3
 

1
 

3
 

9
 

増
 

減
 

1
 

 
△

3
 

△
2

 
△

4
 

△
9

 

※
③

の
（

 
）

は
病

院
の

職
員

数
。

合
計

の
（

 
）

は
病

院
の

職
員

を
含

め
た

職
員

数
。
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②
人

事
給

与
制

度
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

６
 

人
事

評
価

制
度

の
適

正
な

運
用

 
総

務
課

 
人

事
評

価
制

度
の

構
築

を
図

り
、
適

正
な

運
用

を
目

指
し

ま
す

。
 

職
員

一
人

ひ
と

り
が

輝
き

育
て

活
か

せ

る
制

度
。

 

△
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

７
 

職
員

給
与

の
適

正
化

 
総

務
課

 
人

事
評

価
を

反
映

し
た

給
与

制
度

を
構

築
し

、
給

与
の

適
正

化
を

図
り

ま
す

。
 

職
員

の
職

務
、

職
責

、
勤

務
評

定
に

応
じ

た
給

与
の

支
給

。
 

△
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

 

③
定

員
・

給
与

等
の

状
況

の
公

表
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

８
 

定
員

・
給

与
等

の
状

況
の

公
表

 
総

務
課

 
給

与
等

の
状

況
を

分
か

り
や

す
く

公
表

し
ま

す
。

 

情
報

の
公

開
等

透
明

性
の

確
保

が
図

ら

れ
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

  （
３

）
行

政
情

報
化

の
推

進
 

町
民

へ
の

積
極

的
な

情
報

提
供

と
情

報
の

共
有

を
図

る
た

め
、

町
民

に
と

っ
て

利
便

性
の

高
い

シ
ス

テ
ム

を
構

築
し

、
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
の

確
保

に
配

慮
し

推
進

し
ま

す
。

 

①
庁

内
事

務
の

効
率

化
、

迅
速

化
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

９
 

基
幹

系
電

算
シ

ス
テ

ム
共

同
化

 
企

画
課

 
業

務
系

シ
ス

テ
ム

に
つ

い
て

は
各

担
当

者
に

よ
る

業
務

標
準

化
の

た
め

の
Ｗ

Ｇ
へ

参
加

し
ま

す
。

 

ま
た

、
内

部
情

報
系

シ
ス

テ
ム

共
同

化
へ

の
参

加
の

検
討

行
い

ま
す

。
 

・
基

幹
系

電
算

シ
ス

テ
ム

費
用

の
削

減
に

よ
 

る
長

期
的

な
シ

ス
テ

ム
関

連
費

用
の

抑
制

 

・
職

員
の

業
務

負
担

軽
減

に
よ

る
リ

ソ
ー

ス

の
再

配
分

 

・
業

務
の

標
準

化
に

よ
る

団
体

間
の

ノ
ウ

ハ

ウ
共

有
 

・
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
の

向
上

、
業

務
継

続
性

の
確

保
に

よ
る

災
害

に
強

い
シ

ス
テ

ム
の

構
築

 

・
Ｉ

Ｃ
Ｔ

の
利

活
用

推
進

に
よ

る
住

民
サ

ー

ビ
ス

の
向

上
 

○
 

◎
 

→
 

→
 

→
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№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

1
0

 
統

合
型

Ｇ
Ｉ

Ｓ
（

地
図

情
報

シ
ス

テ
ム

）
の

構
築

 

総
務

課
 

現
在

、
土

砂
災

害
等

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
が

共
栄

Ｇ
Ｉ

Ｓ
 
、

地
震

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
及

び
防

犯
灯

台
帳

が
ビ

ッ
ク

タ
ウ

ン
に

導
入

さ
れ

て
い

る
が

、
地

図
デ

ー
タ

を
リ

ン
ク

さ

せ
る

こ
と

で
、

情
報

を
共

有
化

し
、

事
務

事

業
の

簡
素

化
・

効
率

化
を

図
り

ま
す

。
 

各
部

署
で

保
有

す
る

地
図

デ
ー

タ
の

一

元
管

理
に

よ
り

、
事

務
事

業
の

簡
素

化
・

効

率
化

と
一

体
的

な
事

業
推

進
が

図
ら

れ
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

建
設

水
道

課
 

建
設

水
道

関
係

に
お

い
て

は
、

道
路

台

帳
、
下

水
道

管
路

台
帳

を
統

合
型

Ｇ
Ｉ

Ｓ
に

よ
り

管
理

し
て

い
ま

す
。

今
後

、
上

水
道

事

業
に

係
る

管
路

網
情

報
も

取
り

入
れ

る
こ

と
を

検
討

し
ま

す
。

 

各
種

情
報

の
共

有
化

が
可

能
と

な
り

、
こ

れ
に

よ
っ

て
緊

急
時

等
に

お
け

る
対

応
の

迅
速

化
が

可
能

と
な

る
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

 

②
情

報
共

有
化

へ
の

取
り

組
み

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

1
1

 
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
ポ

リ
シ

ー

遵
守

の
徹

底
 

企
画

課
 

平
成

2
5

年
に

町
の

情
報

資
産

に
対

す

る
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
対

策
に

つ
い

て
、
総

合
的

、
体

系
的

か
つ

具
体

的
に

取
り

ま
と

め

た
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
ポ

リ
シ

ー
を

策
定

し
た

と
こ

ろ
で

す
が

、
共

通
番

号
制

度
へ

の
対

応

を
含

め
た

見
直

し
を

実
施

し
ま

す
。

 

ま
た

、
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
ポ

リ
シ

ー
の

遵
守

状
況

の
確

認
方

法
を

明
確

に
す

る
と

と
も

に
、
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
研

修
に

よ
り

職
員

の
意

識
の

高
揚

を
図

り
ま

す
。

 

情
報

資
産

を
取

り
扱

う
職

員
の

セ
キ

ュ

リ
テ

ィ
に

関
す

る
意

識
の

高
揚

を
図

る
こ

と
や

ポ
リ

シ
ー

遵
守

状
況

の
定

期
的

な
確

認
に

よ
り

、
事

故
の

未
然

防
止

の
み

な
ら

ず
、

事
故

が
発

生
し

た
場

合
の

拡
大

防
止

・

迅
速

な
復

旧
や

再
発

防
止

対
策

が
図

ら
れ

る
。

 

△
 

◎
 

→
 

→
 

→
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（
４

）
情

報
通

信
技

術
の

利
用

に
よ

る
行

政
サ

ー
ビ

ス
 

町
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
か

ら
の

各
種

手
続

き
・

申
請

書
様

式
の

オ
ン

ラ
イ

ン
化

の
充

実
を

図
る

と
と

も
に

、
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
の

確
保

と
利

用
可

能
な

電
子

申
請

の
導

入
に

取
り

組
み

ま
す

。
 

①
情

報
通

信
技

術
の

利
用

に
よ

る
行

政
サ

ー
ビ

ス
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

1
2

 
電

子
申

請
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

 
総

務
課

 
町

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

か
ら

各
種

手
続

き
に

つ
い

て
電

子
申

請
に

取
り

組
み

ま
す

。
 

総
務

課
と

し
て

「
防

犯
灯

故
障

の
届

出
」

が
あ

る
が

、
電

子
申

請
よ

り
口

頭
で

の
依

頼

が
簡

素
で

あ
り

検
討

が
必

要
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

企
画

課
 

町
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
を

活
用

し
た

各
種

様

式
の

提
供

に
つ

い
て

は
、
窓

口
を

一
本

化
し

運
用

し
て

い
ま

す
。

今
後

、
新

た
に

生
ず

る

各
種

手
続

き
や

申
請

書
様

式
に

つ
い

て
も

利
用

者
が

迷
う

こ
と

な
く

利
用

で
き

る
よ

う
職

員
に

徹
底

を
図

り
ま

す
。

 

ま
た

、
電

子
申

請
サ

ー
ビ

ス
に

つ
い

て

は
、
申

請
可

能
範

囲
の

拡
充

を
図

る
と

と
も

に
、
職

員
に

対
し

シ
ス

テ
ム

総
合

研
修

の
受

講
を

促
し

ま
す

。
 

窓
口

を
一

本
化

す
る

こ
と

で
利

用
者

が

迷
う

こ
と

な
く

ス
ム

ー
ズ

に
目

的
の

様
式

を
取

得
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

ま
た

、
電

子
申

請
サ

ー
ビ

ス
の

種
類

を
拡

充
す

る
こ

と
で

、
利

用
促

進
が

図
ら

れ
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

建
設

水
道

課
 

各
種

の
申

請
関

係
の

用
紙

に
つ

い
て

は

そ
の

殆
ど

が
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
か

ら
ダ

ウ
ン

ロ
ー

ド
出

来
ま

す
が

、
電

子
申

請
に

は
至

っ

て
い

な
い

た
め

今
後

も
シ

ス
テ

ム
構

築
に

向
け

検
討

し
ま

す
。

 

申
請

手
続

き
が

ス
ピ

ー
デ

ィ
ー

に
な

る
。

 
◎

 
→

 
→

 
→

 
→

 

1
3

 
緊

急
情

報
配

信
サ

ー
ビ

ス
の

構

築
 

総
務

課
 

飯
綱

町
メ

ー
ル

配
信

サ
ー

ビ
ス

で
「

防
犯

情
報

」
「

防
災

情
報

」
を

発
信

す
る

と
と

も

に
、

国
に

よ
る

情
報

共
有

シ
ス

テ
ム

「
L

ア

ラ
ー

ト
」

に
よ

り
、

緊
急

速
報

メ
ー

ル
を

活

用
し

て
、
「

避
難

情
報

」
の

発
信

等
を

行
っ

て
い

ま
す

。
 

メ
ー

ル
配

信
サ

ー
ビ

ス
、

J
ア

ラ
ー

ト
、

L
ア

ラ
ー

ト
を

連
携

さ
せ

る
と

と
も

に
、

S
N

S
（

ツ
イ

ッ
タ

ー
等

）
を

活
用

す
る

こ

と
で

、
広

い
範

囲
へ

よ
り

迅
速

に
情

報
を

発

信
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
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２
．

持
続

可
能

な
財

政
の

健
全

運
営

 

 
社

会
保

障
関

係
費

の
増

加
や

合
併

特
例

期
間

の
終

了
を

見
据

え
、

将
来

に
わ

た
っ

て
持

続
可

能
な

財
政

基
盤

を
確

立
す

る
た

め
、

事
務

事
業

の
見

直
し

、
歳

出
の

抑
制

、
歳

入
の

確
保

等
に

取
り

組
み

ま
す

。
 

 （
１

）
歳

入
の

確
保

 

安
定

し
た

自
主

財
源

の
確

保
を

図
る

た
め

、
町

有
資

産
の

活
用

や
企

業
誘

致
に

よ
る

新
た

な
財

源
の

確
保

及
び

町
税

等
の

収
納

率
の

向
上

と
未

収
金

徴
収

対
策

の
取

り
組

み
を

積
極

的

に
進

め
る

と
と

も
に

、
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

受
益

と
負

担
の

適
正

化
を

図
り

ま
す

。
 

①
徴

収
率

向
上

対
策

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

1
4

 
税

等
収

納
率

の
向

上
 

税
務

会
計

課
 

滞
納

整
理

の
強

化
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
積

極
的

に
財

産
調

査
を

行
い

滞
納

処
分

を
実

施
す

る
こ

と
に

よ
り

、
税

の
公

平
性

、
徴

収
率

向
上

に
努

め
ま

す
。

 

徴
収

率
の

向
上

と
、

納
税

者
の

公
平

性
が

図
ら

れ
る

。
 

【
税

徴
収

率
】

 

（
H

2
1

 
9

2
.2

%
）

 

（
H

2
5

 
9

5
.1

%
）

 

【
取

組
内

容
等

に
対

す
る

実
績

・
実

施
効

果
】

 

税
に

関
す

る
滞

納
整

理
の

強
化

に
つ

い
て

は
、

平
成

2
3

年
4

月
よ

り
収

納
係

を
設

け
、

法
令

に
基

づ
い

た
滞

納
処

分
を

厳
正

か
つ

公
平

に
執

行
し

て
き

た
結

果
、

平
成

2
1

年
度

9
2

.2
％

で
あ

っ
た

徴
収

率
が

平
成

2
5

年
度

に

は
9

5
.1

％
に

向
上

し
て

い
る

。
 

【
課

題
と

今
後

の
取

組
】

 

町
内

の
大

口
滞

納
者

、
少

額
分

納
者

の
滞

納
処

分
の

強

化
を

ど
う

図
っ

て
い

く
か

が
課

題
で

あ
り

、
長

野
県

地
方

税
滞

納
整

理
機

構
へ

の
移

管
を

計
画

的
、

効
率

的
に

行
っ

て
い

く
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

教
育

委
員

会
 

保
育

料
の

現
年
・
過

年
に

関
わ

ら
ず

滞

納
者

が
減

る
よ

う
、
ま

た
、
現

年
度

分
を

増
や

さ
な

い
よ

う
、
今

後
も

徴
収

連
絡

を

定
期

的
に

行
っ

て
い

き
ま

す
。

 

利
用

者
間

の
不

公
平

感
の

是
正

と
適

正
化

を
図

る
。

 
◎

 
→

 
→

 
→

 
→
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№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

1
5

 
長

野
県

地
方

税
滞

納
整

理
機

構
と

の
連

携
 

税
務

会
計

課
 

平
成

2
2

年
1

2
月

に
設

立
し

た
地

方
税

滞

納
整

理
機

構
へ

、
徴

収
率

向
上

の
観

点
か

ら
積

極
的

に
案

件
を

移
管

し
ま

す
。

 

大
口

・
徴

収
困

難
な

滞
納

事
案

を
専

門
的

に
処

理
す

る
た

め
設

立
さ

れ
た

広
域

連
合

へ
案

件
を

移

管
す

る
こ

と
に

よ
り

、
こ

れ
ま

で
徴

収
が

困
難

で

あ
っ

た
滞

納
事

案
が

徴
収

に
繋

が
り

、
納

税
者

の

公
平

性
が

図
ら

れ
る

。
 

【
取

組
内

容
等

に
対

す
る

実
績

・
実

施
効

果
】

 

 
共

同
化

の
取

り
組

み
に

つ
い

て
は

、
徴

収
業

務

と
課

税
業

務
に

つ
い

て
県

を
中

心
に

検
討

さ
れ

て

き
た

。
徴

収
業

務
に

つ
い

て
は

、
平

成
2

2
年

1
2

月
に

県
下

全
市

町
村

が
参

加
し

て
「

長
野

県
地

方

税
滞

納
整

理
機

構
」

が
設

立
し

た
。

町
に

お
い

て

は
、

平
成

2
3

年
度

～
2

5
年

度
に

お
い

て
1

5

件
（

本
税

1
8

,5
2

5
,7

0
0

円
）

の
案

件
を

移
管

し
、

９
件

（
本

税
1

,2
7

6
,1

0
0

円
）

の
納

付
、

6
件

（
本

税
1

7
,4

9
6

,0
0

0
円

）
の

執
行

停
止

処
分

を
行

い
、

収
入

未
済

額
の

減
に

繋
が

っ
た

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

 

②
受

益
と

負
担

の
適

正
化

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

1
6

 
使

用
料

・
手

数
料

等
の

見
直

し
の

検
討

 

教
育

委
員

会
 

学
校

に
設

置
し

て
い

る
情

報
教

育
用

パ
ソ

コ

ン
の

使
用

料
・

リ
ー

ス
料

は
、

入
替

時
に

合
わ

せ
台

数
、
料

金
等

の
見

直
し

を
し

ま
す

。（
総

教
） 

学
校

に
設

置
し

て
い

る
情

報
教

育
用

パ
ソ

コ
ン

の
使

用
料

・
リ

ー
ス

料
は

、
入

替
時

に

合
わ

せ
台

数
、

料
金

等
の

見
直

し
を

す
る

。
 

→
 

→
 

△ ◎
 

→
 

→
 

生
涯

学
習

施
設

(体
育

館
や

町
民

会
館

ホ

ー
ル

等
)で

使
用

料
や

電
気

料
等

を
伴

う
施

設
に

つ
い

て
、

消
費

税
1

0
％

引
き

上
げ

に

合
わ

せ
て

料
金

の
改

定
を

実
施

し
ま

す
。

（
生

涯
）

 

電
気

料
、
灯

油
代

等
の

値
上

が
り

に
よ

り
電

気
料

や
冷

暖
房

料
の

改
定

を
行

う
。
施

設
利

用

料
に

関
し

て
は

町
民

が
利

用
す

る
場

合
無

料

で
あ

っ
た

が
、

有
料

化
の

検
討

も
行

い
た

い
。

 

ま
た

、
特

定
財

源
の

確
保

や
料

金
改

定
す

る

こ
と

に
よ

る
文

化
活

動
や

健
康

管
理

に
対

す

る
意

識
改

革
が

期
待

で
き

る
。

 

△
 

→
 

→
 

→
 

→
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№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

1
7

 
i（

ア
イ

）
バ

ス
乗

車
料

金
の

見
直

し
 

企
画

課
 

消
費

税
８

％
引

き
上

げ
時

に
は

乗
車

料

金
を

据
え

置
い

た
た

め
、

消
費

税
1

0
％

に

引
き

上
げ

時
期

を
目

途
に

適
正

な
乗

車
料

金
へ

の
引

き
上

げ
を

行
い

ま
す

。
 

運
行

費
補

助
も

年
々

増
加

傾
向

に
あ

る

た
め

、
適

正
な

利
用

者
負

担
額

を
設

定
す

る

こ
と

に
よ

っ
て

歳
入

の
確

保
が

図
ら

れ
る

。
 

△
 

△
 

◎
 

→
 

→
 

1
8

 
廃

棄
物

処
理

の
受

益
者

負
担

の

検
討

 

住
民

環
境

課
 

平
成

2
6

年
1

1
月

に
策

定
し

た
「

ご
み

減
量

化
計

画
」

に
基

づ
き

、
可

燃
ご

み
の

有

料
化

に
向

け
た

検
討

を
行

っ
て

い
き

ま
す

。
 

・
ご

み
の

排
出

量
に

応
じ

た
負

担
の

公
平

化

が
図

ら
れ

る
。

 

・
有

料
化

の
導

入
に

よ
る

可
燃

ご
み

排
出

量

の
削

減
と

と
も

に
、

新
た

に
建

設
さ

れ
る

ご
み

焼
却

施
設

関
係

の
建

設
負

担
金

と
施

設
運

営
負

担
金

の
削

減
が

期
待

で
き

る
。

 

・
有

料
化

に
伴

う
手

数
料

は
ご

み
処

理
経

費

に
充

当
で

き
る

。
 

△
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

 

③
町

有
財

産
等

の
有

効
活

用
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

1
9

 
町

有
財

産
の

検
証

と
貸

付
・

売

却
処

分
の

検
討

 

総
務

課
 

未
利

用
地

等
は

活
用

策
を

検
討

し
、
将

来

に
わ

た
り

利
用

予
定

が
な

い
財

産
は

積
極

的
に

貸
付

・
売

却
処

分
を

行
い

ま
す

。
 

遊
休

資
産

の
活

用
に

よ
る

財
政

の
健

全

化
が

図
ら

れ
る

。
 

→
 

→
 

→
 

→
 

→
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④
新

た
な

財
源

確
保

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

2
0

 
人

口
増

加
施

策
の

推
進

 
企

画
課

 
 

移
住

定
住

施
策

の
積

極
的

な
推

進
を

図

り
、
町

へ
の

新
た

な
ひ

と
の

流
れ

を
つ

く
り

ま
す

。
 

 
空

き
家

活
用

等
に

よ
り

集
落

へ
の

移
住

に
よ

る
集

落
機

能
の

維
持

、
人

口
増

に
よ

る

収
入

増
の

期
待

が
で

き
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

建
設

水
道

課
 

若
者

定
住

住
宅

の
家

賃
の

見
直

し
を

検

討
し

ま
す

。
 

子
育

て
世

代
の

定
住

促
進

に
つ

な
が

る
。

 
◎

 
→

 
→

 
→

 
→

 

教
育

委
員

会
 

子
育

て
支

援
施

策
の

拡
充

を
し

、
子

ど
も

を
産

み
育

て
や

す
い

環
境

を
整

備
し

ま
す

。

（
園

バ
ス

利
用

料
の

無
料

化
、
子

育
て

支
援

セ
ン

タ
ー

専
用

施
設

の
建

設
と

併
せ

利
用

者
支

援
事

業
の

展
開

）
 

保
護

者
等

が
子

育
て

と
仕

事
の

両
立

が

で
き

安
心

し
て

暮
ら

せ
る

こ
と

で
、
人

口
の

流
失

が
減

少
す

る
。

 

 
 

 
◎

 
→

 

奨
学

資
金

貸
付

制
度

に
は

、
償

還
時

に
町

に
一

定
期

間
住

み
続

け
た

場
合

の
償

還
金

免
除

規
定

を
設

け
て

い
ま

す
。

 

償
還

1
0

経
過

後
、
引

続
き

町
に

住
み

続

け
る

場
合

の
償

還
金

免
除

で
あ

り
、
有

能
な

若
者

の
流

出
を

防
ぐ

効
果

が
期

待
で

き
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

2
1

 
企

業
誘

致
の

推
進

 
産

業
観

光
課

 
企

業
誘

致
の

推
進

と
地

元
住

民
の

雇
用

の
場

を
確

保
す

る
た

め
、
制

度
の

見
直

し
や

誘
致

場
所

の
検

討
を

行
い

ま
す

。
 

企
業

誘
致

の
た

め
の

補
助

制
度

を
作

る

こ
と

で
、

企
業

が
進

出
し

や
す

く
な

る
。

 

ま
た

、
企

業
誘

致
は

、
税

収
入

の
増

、
雇

用
確

保
、

人
口

増
な

ど
に

つ
な

が
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

2
2

 
ふ

る
さ

と
応

援
寄

付
制

度
の

充

実
 

総
務

課
 

ふ
る

さ
と

応
援

寄
付

に
対

す
る

お
礼

を

活
用

し
、
飯

綱
町

出
身

者
を

含
め

ふ
る

さ
と

応
援

寄
付

の
推

進
を

図
り

ま
す

。
 

新
た

な
自

主
財

源
を

確
保

す
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

2
3

 
有

料
広

告
事

業
の

取
り

組
み

 
企

画
課

 
現

行
で

は
広

告
主

が
限

定
的

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

新
た

な
掘

り
起

し
の

た
め

、
各

種

媒
体

を
積

極
的

に
活

用
す

る
と

と
も

に
掲

載
す

る
媒

体
自

体
の

魅
力

づ
く

り
に

努
め

ま
す

。
 

町
の

財
源

確
保

と
地

元
企

業
の

支
援

に

よ
る

活
力

あ
る

地
域

社
会

の
実

現
を

目
指

す
。

 

△
 

◎
 

→
 

→
 

→
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⑤

特
定

財
源

の
確

保
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

2
4

 
国

・
県

補
助

金
等

の
確

保
 

建
設

水
道

課
 

国
県

補
助

事
業

の
積

極
的

な
活

用
に

心

が
け

て
い

き
ま

す
。

 

財
政

の
健

全
化

が
期

待
で

き
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

  （
２

）
歳

出
の

抑
制

対
策

 

厳
し

い
行

財
政

環
境

の
中

で
政

策
を

効
果

的
に

執
行

す
る

に
は

、
費

用
対

効
果

を
基

本
に

町
民

と
の

協
働

を
推

進
し

な
が

ら
行

政
コ

ス
ト

の
低

減
と

経
費

を
節

減
す

る
中

、
歳

出
構

造

の
見

直
し

と
財

源
配

分
の

重
点

化
を

図
り

ま
す

。
特

別
会

計
に

つ
い

て
は

、
特

定
の

目
的

の
た

め
の

経
費

を
特

定
の

収
入

を
も

っ
て

充
て

る
と

い
う

原
則

に
基

づ
き

、
歳

入
の

確
保

に
努

め
る

と
と

も
に

事
業

の
適

正
化

を
図

り
、

一
般

会
計

か
ら

の
繰

り
入

金
の

縮
減

に
取

組
み

ま
す

。
 

①
経

常
経

費
の

削
減

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

2
5

 
経

常
経

費
の

削
減

 
総

務
課

 
光

熱
水

費
の

削
減

か
ら

、
防

犯
灯

の
Ｌ

Ｅ

Ｄ
化

を
図

り
ま

す
。

 

蛍
光

灯
の

防
犯

灯
を

2
6

年
度

終
了

、
水

銀
灯

を
2

7
年

度
実

施
す

る
。

 

こ
れ

に
よ

り
、

電
気

料
の

削
減

及
び

地
球

温
暖

化
の

防
止

か
ら

二
酸

化
炭

素
の

削
減

に

も
貢

献
で

き
る

。
 

◎
 

 
 

 
 

 

②
各

種
補

助
金

等
の

見
直

し
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

2
6

 
補

助
金

の
総

括
的

統
一

基
準

に

よ
る

適
正

化
 

総
務

課
 

消
防

団
関

係
補

助
金

に
つ

い
て

、
要

綱
を

策
定

し
ま

す
。

 

消
防

団
を

中
核

と
し

た
地

域
防

災
力

の

充
実

強
化

に
関

す
る

法
律

に
基

づ
き

、
団

員

の
処

遇
改

善
、
装

備
品

の
充

実
等

が
図

ら
れ

る
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

教
育

委
員

会
 

統
合

保
育

園
建

設
に

伴
い

、
取

り
入

れ
ら

れ
る

補
助

事
業

を
利

用
し

ま
す

。
 

地
域

材
の

利
用

と
自

然
エ

ネ
ル

ギ
ー

の

活
用

に
よ

り
、
森

林
の

活
性

化
や

燃
料

費
の

軽
減

を
図

る
。

 

 
◎

 
→

 
→

 
→
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№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

2
6

 
補

助
金

の
総

括
的

統
一

基
準

に

よ
る

適
正

化
 

教
育

委
員

会
 

当
初

予
算

作
成

時
の

補
助

金
見

直
し

基

本
方

針
に

則
っ

て
対

応
し

ま
す

。
 

見
直

し
基

準
が

明
確

に
な

っ
た

こ
と

に

よ
り

、
各

補
助

団
体

等
の

活
動

状
況

を
把

握

し
、

今
後

の
方

向
性

を
見

出
す

。
 

→
 

→
 

→
 

→
 

→
 

「
飯

綱
町

補
助

金
交

付
基

準
」

及
び

「
飯

綱
町

補
助

金
見

直
し

基
準

」
に

よ
り

適
正

な

補
助

金
交

付
を

目
指

し
ま

す
。

 

・
交

付
団

体
等

の
自

主
性

・
自

立
性

の
向

上
 

・
補

助
金

の
費

用
対

効
果

の
検

証
 

・
補

助
金

を
交

付
す

る
事

業
の

情
報

公
開

 

→
 

→
 

→
 

→
 

→
 

 

③
委

託
費

の
見

直
し

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

2
7

 
委

託
業

務
の

見
直

し
（

委
託

費
用

の
積

算
根

拠
）

 

総
務

課
 

防
災

行
政

無
線

点
検

委
託

費
用

に
つ

い

て
、

積
算

根
拠

を
見

直
し

経
費

の
削

減
を

図

り
ま

す
。

 

経
費

の
削

減
が

図
ら

れ
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

建
設

水
道

課
 

上
水

道
施

設
の

点
検

や
下

水
道

施
設

の

管
理

業
務

等
の

委
託

業
務

の
見

直
し

を
行

い
経

費
の

削
減

を
目

指
し

ま
す

。
 

委
託

費
の

歳
出

総
額

の
抑

制
に

よ
る

財

政
の

硬
直

化
の

防
止

に
つ

な
が

る
。

 

○
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

教
育

委
員

会
 

各
種

委
託

事
業

の
見

直
し

を
行

い
経

費

の
削

減
を

図
り

ま
す

。
（

給
食

）
 

委
託

費
の

歳
出

抑
制

に
よ

る
財

政
の

硬

直
化

の
防

止
に

つ
な

が
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

学
校

施
設

改
修

工
事

等
の

設
計

の
委

託

業
務

が
主

で
あ

り
、
契

約
時

に
内

容
を

精
査

し
、

委
託

費
の

節
減

に
努

め
ま

す
。

 

工
事

請
負

費
を

精
査

し
、
委

託
費

の
節

減

を
図

る
。

 

→
 

→
 

→
 

→
 

 

業
務

内
容

に
よ

り
委

託
の

要
不

要
を

検

討
し

、
更

な
る

経
費

の
節

減
に

努
め

ま
す

。
 

経
費

の
節

減
を

図
る

。
 

△
 

→
 

→
 

→
 

→
 

2
8

 
基

幹
系

電
算

シ
ス

テ
ム

共
同

化

に
よ

る
見

直
し

 

企
画

課
 

業
務

系
シ

ス
テ

ム
に

つ
い

て
は

各
担

当

者
に

よ
る

業
務

標
準

化
の

た
め

の
Ｗ

Ｇ
へ

参
加

し
ま

す
。

 

ま
た

、
内

部
情

報
系

シ
ス

テ
ム

共
同

化
へ

の
参

加
の

検
討

行
い

ま
す

。
 

・
基

幹
系

電
算

シ
ス

テ
ム

費
用

の
削

減
に

よ
 

る
長

期
的

な
シ

ス
テ

ム
関

連
費

用
の

抑
制

 
・

職
員

の
業

務
負

担
軽

減
に

よ
る

リ
ソ

ー
ス

の
再

配
分

 
・

業
務

の
標

準
化

に
よ

る
団

体
間

の
ノ

ウ
ハ

ウ
共

有
 

・
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
の

向
上

、
業

務
継

続
性

の
確

保
に

よ
る

災
害

に
強

い
シ

ス
テ

ム
の

構
築

 
・

Ｉ
Ｃ

Ｔ
の

利
活

用
推

進
に

よ
る

住
民

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
 

○
 

◎
 

→
 

→
 

→
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④
特

別
会

計
の

負
担

金
の

見
直

し
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

2
9

 
特

別
会

計
の

経
営

の
健

全
化

 
住

民
環

境
課

 
特

別
会

計
に

お
け

る
独

自
収

入
の

確

保
や

事
業

費
の

抑
制

な
ど

に
よ

り
、
一

般

会
計

か
ら

の
繰

出
金

を
抑

制
し

ま
す

。
 

（
国

民
健

康
保

険
事

業
特

別
会

計
）

 

（
後

期
高

齢
者

医
療

特
別

会
計

）
 

独
自

収
入

の
確

保
に

努
め

る
た

め
、
特

別
調

整
交

付
金
（

国
、
県

）
を

控
除

し
て

、

一
般

会
計

か
ら

の
繰

出
金

を
抑

制
す

る
。

 

ま
た

、
ジ

ェ
ネ

リ
ッ

ク
医

薬
品

等
の

推

進
（

周
知

）
や

保
健

事
業

の
推

進
に

よ
り

、

医
療

費
の

抑
制

が
図

ら
れ

る
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

保
健

福
祉

課
 

・
ケ

ア
プ

ラ
ン

点
検

、
研

修
会

等
の

実
施

に
よ

り
介

護
保

険
適

正
化

に
努

め
、

ま

た
、
介

護
予

防
事

業
に

取
り

組
み

、
要

介

護
状

態
に

な
る

こ
と

を
遅

ら
せ

る
こ

と

に
努

め
て

い
ま

す
。

 

・
介

護
予

防
事

業
の

さ
ら

な
る

推
進

に
よ

り
、
心

身
の

健
康

保
持

お
よ

び
生

活
機

能

の
向

上
を

図
る

ほ
か

、
事

務
事

業
の

見
直

し
を

行
い

、
一

般
会

計
か

ら
の

操
出

金
を

抑
制

し
ま

す
。
（

介
護

保
険

事
業

特
別

会

計
）

 

介
護

の
重

度
化

や
介

護
が

必
要

な
高

齢
者

の
減

少
お

よ
び

介
護

保
険

給
付

費

の
抑

制
が

図
ら

れ
、
一

般
会

計
か

ら
の

操

出
金

の
抑

制
に

つ
な

が
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

建
設

水
道

課
 

下
水

道
事

業
特

別
会

計
 

・
適

正
な

使
用

料
金

の
見

直
し

 

・
水

洗
化

率
の

向
上

 

・
維

持
管

理
経

費
縮

減
の

処
理

施
設

の
 

統
廃

合
 

①
袖

之
山

処
理

区
と

牟
礼

処
理

区
の

統
合

 

②
上

赤
塩

処
理

区
を

倉
井

と
赤

塩
中

央
に

統
合

 

一
般

会
計

繰
入

金
の

縮
減

に
よ

る
財

政
の

健
全

化
が

図
ら

れ
る

。
 

H
2

6
水

洗
化

率
（

農
集

・
公

共
下

水
）

 

区
域

内
人

口
 

1
1

,1
1

7
人

 

接
続

人
口

 
 
 
 

9
,8

2
4

人
 

(参
考

) 

区
域

内
世

帯
数

 
3

,7
8

7
 

接
続

世
帯

数
 
 
 
3

,2
8

9
 

H
2

6
 

8
8

.4
％

 

8
9

%
 

○
 

  

9
0

%
 

→
 

  

9
1

%
 

①
 

 

  

9
2

%
 

②
 

 

  

9
3

%
 

→
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⑤
公

債
費

の
抑

制
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

3
0

 
公

債
費

の
抑

制
 

総
務

課
 

投
資

的
事

業
は

、
優

先
順

位
の

高
い

も

の
か

ら
計

画
的

に
実

施
し

、
起

債
に

あ
た

っ
て

は
、

合
併

特
例

債
な

ど
交

付
税

措
置

の
高

い
地

方
債

の
活

用
に

よ
り

、
公

債
費

の
抑

制
に

努
め

ま
す

。
ま

た
、

減
債

基
金

の
活

用
や

繰
上

償
還

な
ど

を
行

い
、

公
債

費
の

平
準

化
を

図
り

ま
す

。
 

財
政

の
健

全
化

が
図

ら
れ

る
。

 

年
度

目
標

の
（

 
）

内
は

減
債

基
金

活

用
後

の
金

額
。

 

   

6
.5 億
 

 ◎
 

   

6
.9 億
 

 →
 

   

6
.7 億
 

 →
 

   

8
.4

 

(7
.0

) 

億
 

→
 

   

7
.7

 

(7
.0

) 

億
 

→
 

教
育

委
員

会
 

学
校

施
設

の
大

規
模

な
改

修
、

災
害

復

旧
な

ど
の

補
助

事
業

は
、

有
利

な
交

付
税

措
置

の
あ

る
地

方
債

の
導

入
に

努
め

ま

す
。

 

体
育

館
等

の
天

井
の

吊
り

部
材

の
落

下

防
止

、
ま

た
、

耐
用

年
数

経
過

か
ら

の
大

規
模

改
修

工
事

な
ど

は
、

交
付

税
措

置
の

有
利

な
補

助
事

業
を

導
入

す
る

こ
と

か

ら
、

早
期

に
計

画
的

な
実

施
が

可
能

と
な

る
。

 

→
 

→
 

→
 

→
 

 

 

⑥
公

共
施

設
管

理
の

適
正

化
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

3
1

 
公

共
施

設
の

あ
り

方
の

検
討

 
総

務
課

 
公

共
施

設
等

に
お

い
て

提
供

し
て

い
る

サ
ー

ビ
ス

の
必

要
性

に
つ

い
て

検
討

し
ま

す
。

 

町
と

し
て

あ
る

べ
き

行
政

サ
ー

ビ
ス

水

準
を

定
め

、
施

設
に

係
る

財
政

負
担

を
軽

減

す
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

      

支
払

予
定

公
債

費
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⑦

地
方

公
営

企
業

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

3
2

 
水

道
事

業
会

計
 

建
設

水
道

課
 

企
業

会
計

と
し

て
独

立
採

算
制

の
原

則
に

立
っ

た
経

営
基

盤
の

見
直

し
を

図
り

ま
す

。
 

・
水

道
料

金
の

3
年

毎
の

見
し

（
H

2
6

年
4

月
か

ら
消

費
税

率
8
％

へ
の

増
額

に
伴

い
料

金
改

定
を

行
っ

た
た

め
概

ね
3

年
後

を
目

安
に

企
業

債
利

息

充
当

分
1

0
％

程
度

の
値

上
げ

を
実

施
）

 

・
未

収
金

徴
収

対
策

の
強

化
（

未
収

金
縮

減
対

策
と

し
て

、
新

規
発

生
分

を
中

心
に

町
税

と
の

連
携

に
よ

り
解

消
を

図
る

）
 

今
後

の
給

水
人

口
減

少
を

踏
ま

え
、

導
水

や
送

水
、
配

水
に

係
る

改
善

点
や

業
務

の
委

託
に

よ
る

効

率
化

の
可

能
性

を
検

討
す

る
。

ま
た

、
効

率
的

配
水

計
画

の
見

直
し

や
水

源
の

整
備

等
に

よ
る

水
道

水

源
の

確
保

を
図

り
ま

す
。

 

・
水

道
料

金
約

2
0

,0
0

0
千

円
の

営
業

収
益

増
 

に
よ

る
一

般
会

計
繰

入
金

の
縮

減
。

 

・
新

規
発

生
未

収
金

の
解

消
に

よ
る

滞
納

金
の

抑

制
。

 

・
事

務
事

業
の

効
率

化
。

業
務

委
託

等
に

よ
る

効
率

化
に

よ
り

、
よ

り
安

定
し

た
管

理
と

供
給

、
そ

し

て
経

費
節

減
が

可
能

と
な

る
。

 

○
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

3
3

 
病

院
事

業
会

計

（
地

域
医

療
を

守
る

役
割

と
病

院
経

営
の

健
全

化
）

 

飯
綱

病
院

 
医

師
の

招
聘

を
行

い
、

医
師

不
足

を
解

消
し

、
地

域
の

医
療

を
守

る
と

と
も

に
病

院
の

健
全

経
営

を

目
指

し
ま

す
。

 

医
師

不
足

の
解

消
に

よ
り

患
者

増
を

図
り

、
地

域

の
医

療
を

守
る

べ
く

安
心

・
安

全
の

医
療

提
供

が
行

え
、

尚
且

つ
、

病
院

経
営

の
健

全
化

が
図

ら
れ

る
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
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（
３

）
財

政
状

況
の

公
表

 

地
方

財
政

の
状

況
が

極
め

て
厳

し
い

中
で

、
町

民
の

理
解

と
協

力
を

得
な

が
ら

財
政

の
健

全
化

を
推

進
し

て
い

く
た

め
に

は
、

自
ら

の
財

政
状

況
に

つ
い

て
経

営
意

識
を

も
っ

た
分

析

を
行

う
と

と
も

に
、

よ
り

積
極

的
に

情
報

を
開

示
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

り
広

く
町

民
に

公
表

し
て

い
き

ま
す

。
 

①
公

会
計

の
整

備
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

3
4

 
統

一
的

な
基

準
に

よ
る

財
務

書

類
等

の
作

成
と

活
用

 

総
務

課
 

導
入

済
の

公
有

財
産

等
台

帳
を

活
用

し
、

新
基

準
に

沿
っ

た
複

式
簿

記
、
発

生
主

義
会

計
に

よ
る

財
務

書
類

の
作

成
、
公

表
を

行
い

ま
す

。
ま

た
、

作
成

し
た

財
務

書
類

は
、

予

算
編

成
や

行
政

評
価

等
へ

の
活

用
を

検
討

し
ま

す
。

 

全
般

的
な

財
務

状
況

を
よ

り
多

面
的

か

つ
合

理
的

に
明

ら
か

に
す

る
。

 

資
産

債
務

の
改

革
に

つ
な

が
る

こ
と

が

期
待

さ
れ

る
。

 

公 有 財 産 等 台 帳 の 活 用
 

 ○
 

           →
 

新 基 準 の 導 入
 

     ◎
 

           →
 

           →
 

  
②

財
政

状
況

の
公

表
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

3
5

 
財

政
状

況
の

公
表

 
総

務
課

 
予

算
、

決
算

の
状

況
を

は
じ

め
、

財
務

書

類
、

実
施

計
画

、
財

政
見

通
し

等
を

、
町

ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
や

広
報

紙
に

お
い

て
、
住

民
に

わ
か

り
す

く
公

表
し

、
住

民
へ

の
情

報
公

開

に
努

め
ま

す
。

 

財
政

運
営

の
透

明
性

の
確

保
が

図
ら

れ

る
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
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（
４

）
町

有
財

産
、

公
共

施
設

等
の

総
合

的
か

つ
計

画
的

な
管

理
の

推
進

 

土
地

、
建

物
な

ど
町

有
資

産
の

適
正

な
管

理
に

努
め

る
と

と
も

に
、

活
用

の
な

い
土

地
や

施
設

の
売

却
・

利
活

用
に

つ
い

て
様

々
な

視
点

か
ら

検
討

し
ま

す
。

ま
た

、
公

共
施

設
の

管

理
運

営
に

つ
い

て
は

、
民

間
活

力
の

導
入

な
ど

検
討

し
効

率
的

な
管

理
運

営
を

推
進

し
ま

す
。

 

 
①

公
共

施
設

等
総

合
管

理
計

画
の

策
定

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

3
6

 
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

の

策
定

 

総
務

課
 

「
公

共
施

設
等

の
総

合
的

か
つ

計
画

的

な
管

理
の

推
進

に
つ

い
て

」（
平

成
2

6
年

4
月

2
2

日
付

総
財

務
第

7
4

号
総

務
大

臣

通
知

）
に

基
づ

き
、

公
共

施
設

等
総

合
管

理

計
画

を
策

定
し

ま
す

。
 

公
共

施
設

等
の

総
合

的
か

つ
計

画
的

な

管
理

を
行

い
、
地

域
社

会
の

実
情

に
あ

っ
た

将
来

の
ま

ち
づ

く
り

が
図

ら
れ

る
。

 

◎
 

 
 

 
 

3
7

 
町

有
資

産
の

利
活

用
 

総
務

課
 

統
廃

合
や

再
配

置
に

つ
い

て
、
公

共
施

設

等
総

合
管

理
計

画
に

基
づ

き
、
施

設
等

の
再

配
置

を
検

討
し

、
効

果
的

・
効

率
的

な
資

産

運
営

を
目

指
し

ま
す

。
 

長
期

的
な

視
点

を
も

っ
て

、
更

新
・

統
廃

合
・

長
寿

命
化

な
ど

を
計

画
的

に
行

う
こ

と

に
よ

り
、

財
政

負
担

を
軽

減
・

平
準

化
す

る

と
と

も
に

、
公

共
施

設
等

の
最

適
な

配
置

を

実
現

す
る

。
 

△
 

→
 

→
 

→
 

→
 

3
8

 
民

間
活

力
の

導
入
（

指
定

管
理

者

制
度

の
充

実
）

 

産
業

観
光

課
 

公
の

施
設

の
効

率
的

な
管

理
と

民
間

手

法
を

取
り

入
れ

た
サ

ー
ビ

ス
の

向
上

を
図

る
た

め
、
指

定
管

理
者

制
度

の
活

用
に

努
め

ま
す

。
 

【
導

入
施

設
】

 

む
れ

温
泉

天
狗

の
館

、
飯

綱
東

高
原

観
光

施

設
、
飯

綱
東

高
原

保
健

休
養

地
及

び
関

連
観

光
施

設
管

理
棟

、
飯

綱
町

農
業

体
験

交
流

施

設
、

飯
綱

町
三

水
農

畜
産

物
直

売
加

工
施

設
、
飯

綱
町

農
畜

産
物

直
売

加
工

施
設

牟
礼

加
工

所
 

効
率

的
な

管
理

と
有

効
的

な
活

用
が

図

ら
れ

る
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

民
間

活
力

の
導

入
（

第
3

セ
ク

タ

ー
等

の
見

直
し

）
 

産
業

観
光

課
 

飯
綱

町
ふ

る
さ

と
振

興
公

社
に

つ
い

て

は
、

設
立

目
的

の
趣

旨
を

踏
ま

え
、

事
業

の

運
営

等
専

門
知

識
の

者
に

よ
る

役
員

体
制

の
構

築
を

図
り

ま
す

。
 

専
門

的
な

事
業

運
営

の
統

括
が

な
さ

れ

る
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
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３
．

人
材

育
成

と
組

織
機

構
の

改
革

に
よ

る
行

政
体

制
の

強
化

 

 
新

た
な

行
政

課
題

に
対

応
し

て
い

く
た

め
、

時
代

に
即

応
し

た
効

率
的

な
組

織
、

機
構

の
整

備
を

進
め

ま
す

。
 

 （
１

）
人

材
採

用
方

針
の

明
確

化
 

地
方

分
権

の
進

展
に

伴
い

、
よ

り
複

雑
・

高
度

化
す

る
行

政
課

題
に

対
し

て
果

敢
に

取
り

組
む

人
材

の
確

保
が

求
め

ら
れ

て
い

ま
す

。
 

人
材

採
用

の
中

で
重

要
な

こ
と

は
、

必
要

な
人

材
を

明
確

に
す

る
こ

と
で

す
。

 

定
員

管
理

、
年

齢
構

成
を

考
慮

し
、

定
員

管
理

計
画

に
基

づ
き

、
求

め
る

人
材

の
資

質
・

能
力

な
ど

人
材

採
用

の
方

針
を

明
確

に
し

て
、

人
材

確
保

の
取

組
を

推
進

し
ま

す
。

 

①
人

材
採

用
方

針
の

明
確

化
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

3
9

 
職

員
採

用
計

画
 

総
務

課
 

将
来

的
な

町
の

行
政

運
営

を
見

据
え

た
う

え
で

、
計

画
的

な
採

用
計

画
を

行
い

ま
す

。
 

町
が

必
要

と
し

て
い

る
人

材
の

確
保

。
 

 
 

 
 

 

  （
２

）
人

材
育

成
の

推
進

 

職
員

の
向

上
心

を
高

め
、

職
員

の
持

つ
能

力
を

最
大

限
に

発
揮

で
き

る
仕

組
み

と
計

画
的

な
人

材
育

成
や

職
場

の
活

性
化

を
推

進
す

る
た

め
、

飯
綱

町
人

材
育

成
基

本
方

針
に

即
し

て

取
り

組
み

ま
す

。
 

 
①

職
員

の
意

識
改

革
と

人
材

育
成

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

4
0

 
人

材
育

成
基

本
方

針
の

適
正

な

運
用

 

総
務

課
 

目
指

す
べ

き
職

員
像

の
た

め
、
人

材
育

成

基
本

方
針

の
適

正
な

運
用

を
図

り
ま

す
。

 

人
的

資
源

を
生

か
し

、
行

政
運

営
を

行

う
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

4
1

 
職

員
研

修
の

充
実

 
総

務
課

 
職

員
こ

そ
が

最
大

の
経

営
資

源
で

あ
る

こ

と
か

ら
、

職
員

研
修

の
充

実
を

図
り

ま
す

。
 

時
代

に
対

応
し

た
、
ま

た
多

様
化

す
る

住

民
ニ

ー
ズ

に
対

応
し

た
行

政
運

営
を

行
う

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

   

41



②
職

員
提

案
制

度
の

充
実

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

4
2

 
職

員
提

案
制

度
の

充
実

・
活

用
 

企
画

課
 

職
員

提
案

実
施

要
綱

に
基

づ
き

随
時

提

案
の

受
付

を
行

っ
て

い
ま

す
が

、
提

案
奨

励

の
た

め
、
一

定
期

間
を

定
め

た
集

中
的

な
募

集
を

行
い

ま
す

。
 

事
務

事
業

の
改

善
に

関
す

る
職

員
の

自

由
で

独
創

的
な

発
想

に
よ

る
提

案
を

奨
励

し
、

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

行
政

効
果

の

向
上

、
事

務
の

効
率

化
及

び
職

員
の

資
質

の

向
上

を
図

る
。

ま
た

、
一

定
期

間
の

集
中

募

集
期

間
を

設
け

る
こ

と
で

、
提

案
の

奨
励

に

つ
な

が
る

こ
と

が
期

待
で

き
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

  （
３

）
組

織
機

構
の

改
革

 

飯
綱

町
を

取
巻

く
少

子
化

・
高

齢
化

、
福

祉
の

問
題

な
ど

社
会

経
済

情
勢

が
急

激
に

変
化

し
て

い
く

中
、

新
た

な
行

政
課

題
や

多
様

な
町

民
ニ

ー
ズ

に
対

応
す

る
た

め
に

、
横

断
的

に

取
り

組
む

庁
内

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
を

有
効

に
機

能
さ

せ
、

積
極

的
な

活
用

を
図

る
と

と
も

に
、

組
織

機
構

の
見

直
し

や
町

民
サ

ー
ビ

ス
の

体
制

づ
く

り
を

行
い

ま
す

。
 

 
①

分
庁

方
式

の
見

直
し

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

4
3

 
分

庁
方

式
の

見
直

し
 

総
務

課
 

現
在

の
分

庁
方

式
を

統
一

し
、
庁

舎
の

建

設
に

取
り

組
み

ま
す

。
 

庁
舎

を
統

一
す

る
こ

と
に

よ
り

、
住

民
サ

ー
ビ

ス
と

経
費

節
減

を
図

る
。

 

△
 

◯
 

◎
 

→
 

→
 

  
②

効
率

的
な

組
織

機
構

へ
の

改
革

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

4
4

 
変

化
に

対
応

し
た

効
率

的
な

組

織
機

構
へ

の
改

革
 

総
務

課
 

効
率

的
で

効
果

的
な

、
ま

た
時

代
に

対
応

し
た

行
政

運
営

を
図

る
た

め
、
組

織
機

構
の

改
革

を
図

り
ま

す
。

 

柔
軟

に
対

応
で

き
効

率
的

な
組

織
運

営

が
図

ら
れ

る
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

4
5

 
庁

内
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

の

機
能

強
化

 

総
務

課
 

調
査

研
究

か
ら

結
果

報
告

に
加

え
て

、
課

題

解
決

ま
で

含
め

た
取

り
組

み
を

行
い

ま
す

。
 

庁
内

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
の

効
率

的

で
効

果
的

な
活

動
に

つ
な

げ
る

。
 

△
 

◎
 

→
 

→
 

→
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③

町
民

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

4
6

 
窓

口
業

務
の

充
実

 
住

民
環

境
課

 
毎

週
月

曜
日

に
実

施
し

て
い

る
住

民
税

務
課

等
窓

口
延

長
サ

ー
ビ

ス
に

つ
い

て
、
今

後
も

実
施

し
て

い
き

ま
す

。
 

多
様

化
す

る
町

民
ニ

ー
ズ

へ
の

対
応

と

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

4
7

 
延

長
保

育
、
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ

の
推

進
 

教
育

委
員

会
 

延
長

保
育

料
の

一
部

無
料

化
を

今
後

も

継
続

し
ま

す
。

 

利
用

者
の

利
便

性
と

子
育

て
と

仕
事

の

両
立

を
支

援
し

た
い

。
 

→
 

→
 

→
 

→
 

→
 

小
学

校
統

合
後

の
利

用
者

利
便

性
を

考

え
、

児
童

ク
ラ

ブ
５

か
所

を
維

持
し

ま
す

。
 

利
用

者
の

利
便

性
を

維
持

し
た

い
。

 
→

 
→

 
→

 
→

 
→

 

  ４
．

協
働

と
連

携
に

よ
る

行
政

の
推

進
 

透
明

性
が

高
く

信
頼

さ
れ

る
行

政
を

実
現

す
る

た
め

、
町

政
に

関
す

る
情

報
を

積
極

的
に

発
信

し
、

町
民

と
の

情
報

共
有

を
進

め
、

町
民

参
画

の
拡

大
や

町
民

意
見

の
反

映
に

努
め

ま
す

。
 

 （
１

）
行

政
情

報
の

発
信

 

行
政

の
公

正
の

確
保

と
透

明
性

の
向

上
を

図
る

た
め

、
個

人
情

報
の

保
護

に
留

意
し

な
が

ら
行

政
情

報
を

積
極

的
に

公
開

、
提

供
す

る
こ

と
に

よ
り

町
民

と
の

情
報

の
共

有
に

努
め

ま
す

。
 

 
①

行
政

情
報

の
発

信
 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

4
8

 
町

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
充

実
と

研

修
 

企
画

課
 

町
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

ユ
ー

ザ
ー

が
何

を

求
め

て
い

る
か

を
ア

ク
セ

ス
数

や
閲

覧
時

間
な

ど
の

客
観

的
デ

ー
タ

を
基

に
分

析
す

る
と

と
も

に
、
庁

内
委

員
会

に
お

い
て

内
容

や
レ

イ
ア

ウ
ト

の
大

幅
な

変
更

も
含

め
た

検
討

を
行

い
ま

す
。

 

ま
た

、
煩

雑
に

な
っ

て
い

る
記

事
の

管
理

に
つ

い
て

も
一

定
の

基
準

を
設

け
る

中
で

職
員

に
周

知
し

改
善

を
図

り
ま

す
。

 

停
滞

し
て

い
た

ア
ク

セ
ス

数
が

、
平

成

2
3

年
度

の
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
以

降
、

順
調

に

推
移

し
て

い
る

と
こ

ろ
で

す
が

、
現

代
社

会

に
お

い
て

情
報

分
野

を
充

実
さ

せ
る

こ
と

は
必

要
不

可
欠

で
あ

る
こ

と
か

ら
、
取

り
組

み
に

よ
り

ユ
ー

ザ
ー

の
ニ

ー
ズ

に
対

応
し

た
内

容
を

発
信

す
る

こ
と

で
更

な
る

ア
ク

セ
ス

数
の

増
加

を
図

る
。

 

△
 

◎
 

→
 

→
 

→
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№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 
年

度
目

標
 

4
9

 
広

報
の

充
実

 
企

画
課

 
町

民
参

加
・

問
題

提
起

型
な

ど
多

角
的

な

編
集

と
町

民
ニ

ー
ズ

に
即

し
た

情
報

の
提

供
に

努
め

ま
す

。
 

充
実

し
た

広
報

の
発

行
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

  
②

出
前

講
座

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

5
0

 
出

前
講

座
の

推
進

 
企

画
課

 
制

度
の

広
報

が
十

分
で

な
い

こ
と

か
ら

申
請

者
が

限
定

的
で

あ
り

、
今

後
、

幅
広

く

活
用

し
て

も
ら

う
た

め
、
学

校
や

各
種

団
体

へ
の

情
報

発
信

に
努

め
ま

す
。

 

ま
た

、
魅

力
あ

る
、

飽
き

ら
れ

な
い

制
度

と
す

る
た

め
の

方
策

を
検

討
し

ま
す

。
 

魅
力

あ
る

メ
ニ

ュ
ー

づ
く

り
や

積
極

的

な
事

業
の

情
報

発
信

に
よ

り
年

間
1

4
0

回
、

参
加

者
2

,6
0

0
人

を
目

標
と

す
る

。
 

△
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

             

44



（
２

）
行

政
へ

の
町

民
参

加
 

町
民

参
加

に
よ

る
開

か
れ

た
行

政
を

推
進

す
る

た
め

行
政

情
報

を
わ

か
り

や
す

く
提

供
し

、
町

民
が

町
政

に
参

加
し

や
す

い
環

境
整

備
を

進
め

、
住

民
の

多
様

な
発

想
か

ら
生

ま
れ

る

住
民

企
画

提
案

制
度

に
よ

る
提

案
募

集
や

各
種

審
議

会
等

の
委

員
の

選
任

に
あ

た
っ

て
は

公
募

に
よ

る
登

用
に

努
め

、
協

働
に

よ
る

ま
ち

づ
く

り
を

推
進

し
ま

す
。

 

 
①

行
政

へ
の

町
民

参
加

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

5
1

 
各

種
審

議
会

等
へ

の
公

募
委

員

の
登

用
 

企
画

課
 

 
各

種
審

議
会

等
の

策
定

に
お

い
て

、
女

性
、
若

者
等

を
主

体
と

し
て

公
募

に
よ

る
委

員
等

の
登

用
に

努
め

ま
す

。
 

 
幅

広
く

意
見

を
聴

き
、
施

策
等

に
反

映
さ

せ
、
住

民
と

の
協

働
に

よ
る

ま
ち

づ
く

り
の

推
進

を
図

る
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

教
育

委
員

会
 

今
後

公
募

委
員

を
検

討
し

登
用

が
重

要
 

広
く

意
見

の
聴

衆
に

よ
り

施
策

に
反

映

し
や

す
く

な
る

。
 

△
 

→
 

→
 

→
 

→
 

社
会

教
育

委
員

、
人

権
教

育
推

進
委

員
、

ス
ポ

ー
ツ

推
進

委
員

、
館

報
編

集
委

員
、

ビ

デ
オ

編
集

委
員

等
に

つ
い

て
は

、
公

募
委

員

の
登

用
は

実
施

さ
れ

て
き

ま
せ

ん
で

し
た

。
 

改
選

時
に

は
、
可

能
な

範
囲

で
推

進
を

図

り
ま

す
。

 

・
意

欲
あ

る
人

材
の

発
掘

 

・
そ

れ
ぞ

れ
の

委
員

会
の

活
動

に
興

味
を

 

持
っ

て
も

ら
う

き
っ

か
け

作
り

 

△
 

△
 

○
 

→
 

→
 

5
2

 
住

民
企

画
提

案
制

度
の

充
実

 
企

画
課

 
現

行
で

は
町

広
報

紙
に

よ
り

企
画

提
案

の
募

集
を

行
っ

て
い

ま
す

が
、
他

の
媒

体
も

活
用

す
る

中
で

活
用

、
提

案
し

や
す

い
制

度

づ
く

り
に

努
め

ま
す

。
 

住
民

の
多

様
な

発
想

か
ら

生
み

出
さ

れ

る
各

種
事

業
の

企
画

を
広

く
募

り
、
優

れ
た

も
の

を
町

政
運

営
に

反
映

さ
せ

る
こ

と
に

よ
り

、
住

民
と

町
と

の
協

働
に

よ
る

ま
ち

づ

く
り

の
推

進
が

図
ら

れ
る

。
 

ま
た

、
広

報
紙

に
限

ら
ず

他
の

媒
体

と
併

用
す

る
こ

と
に

よ
り

提
案

性
の

向
上

を
図

る
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

    

45



（
３

）
女

性
が

参
画

し
や

す
い

環
境

づ
く

り
 

行
政

を
町

民
と

の
協

働
に

よ
り

推
進

す
る

た
め

に
は

、
施

策
・

意
思

決
定

の
場

や
自

治
組

織
な

ど
へ

男
女

が
主

体
的

に
参

画
し

、
意

見
を

活
か

し
て

い
く

こ
と

が
重

要
で

す
。

女
性

の

参
画

を
よ

り
推

進
す

る
た

め
、

家
庭

や
地

域
、

社
会

の
中

で
女

性
が

あ
ら

ゆ
る

分
野

の
施

策
、

意
思

決
定

の
場

に
参

画
す

る
機

運
を

醸
成

し
、

審
議

会
等

の
女

性
委

員
の

登
用

の
向

上
に

努
め

、
登

用
率

５
０

％
を

目
標

に
し

ま
す

。
 

 
①

女
性

が
参

画
し

や
す

い
環

境
づ

く
り

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

5
3

 
男

女
共

同
参

画
推

進
計

画
の

推

進
 

教
育

委
員

会
 

保
育

所
運

営
委

員
会

、
児

童
ク

ラ
ブ

運
営

委
員

会
、
保

育
園

等
新

設
検

討
委

員
会

に
つ

い
て

は
、
女

性
委

員
が

全
委

員
の

半
数

を
超

え
て

い
ま

す
。

 

女
性

に
よ

る
き

め
細

か
な

意
見

等
に

よ

り
、
よ

り
良

い
委

員
会

の
運

営
と

方
向

性
が

導
き

出
さ

れ
る

。
 

→
 

→
 

→
 

→
 

→
 

・
H

2
3

年
4

月
に

「
飯

綱
町

男
女

共
同

 

参
画

計
画

」
策

定
。

 

・
H

2
3

年
1

0
月

に
「

飯
綱

町
男

女
共

 

同
参

画
推

進
委

員
会

」
設

置
―

1
2

名
。

 

・
町

推
進

計
画

及
び

講
座

計
画

。
委

員
研

 

修
参

加
等

に
よ

り
啓

発
実

施
 

町
全

体
が

町
の

計
画

が
推

進
す

る
よ

う

に
意

識
の

醸
成

に
な

る
よ

う
継

続
し

て
い

く
。

 

結
果

、
性

別
に

よ
っ

て
制

約
さ

れ
る

こ
と

な
く

、
よ

り
伸

び
や

か
に

暮
ら

せ
る

社
会

へ
 

→
 

→
 

→
 

→
 

→
 

5
4

 
各

種
審

議
会

等
の

女
性

委
員

の

登
用

率
向

上
 

総
務

課
 

災
害

対
策

基
本

法
の

改
正

に
よ

り
町

防

災
会

議
条

例
を

改
正

し
一

般
住

民
の

参
加

を
図

り
ま

す
。

 

構
成

委
員

に
自

主
防

災
組

織
の

代
表

者

及
び

学
識

経
験

の
あ

る
者

の
追

加
に

伴
い

、

２
名

の
女

性
委

員
を

任
命

。
 

地
域

防
災

計
画

に
お

い
て

、
女

性
か

ら
の

視
点

が
図

ら
れ

る
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

教
育

委
員

会
 

各
種

委
員

会
等

へ
の

女
性

委
員

の
登

用

に
つ

い
て

推
進

を
図

り
ま

す
。

 

委
員

会
の

活
性

化
と

女
性

意
見

の
反

映

し
た

行
政

の
実

現
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

町
教

育
委

員
の

委
員

は
5

名
中

2
名

が

女
性

で
す

。
 

ま
た

、
小

保
統

合
等

に
関

す
る

各
委

員
会

は
、
選

出
母

体
か

ら
女

性
の

登
用

率
が

比
較

的
高

い
委

員
構

成
で

す
。

 

児
童

生
徒

の
母

親
で

あ
る

委
員

も
い

る

こ
と

か
ら

、
現

実
に

見
合

っ
た

率
直

な
意

見

や
提

案
が

い
た

だ
け

る
。

 

→
 

△
 

→
 

→
 

→
 

男
女

共
同

参
画

計
画

を
推

進
し

、
各

種
委

員
会

等
へ

の
女

性
委

員
の

登
用

に
つ

い
て

推
進

を
図

り
ま

す
。

 

委
員

会
の

活
性

化
と

女
性

意
見

の
反

映

し
た

行
政

の
実

現
を

目
指

す
。

 

→
 

→
 

→
 

→
 

→
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（
４

）
地

域
連

携
の

強
化

 

自
助

・
共

助
・

公
助

の
考

え
方

を
基

本
と

し
、

町
民

と
行

政
の

役
割

分
担

を
明

確
に

す
る

と
と

も
に

、
区

、
組

や
各

種
団

体
、

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

団
体

、
Ｎ

Ｐ
Ｏ

と
の

連
携

を
よ

り
密

に

し
た

地
域

連
携

に
よ

る
行

政
運

営
を

行
い

ま
す

。
 

①
区

・
組

と
の

連
携

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

5
5

 
職

員
地

域
担

当
制

度
の

活
用

 
企

画
課

 
集

落
機

能
の

回
復

ま
た

は
存

続
の

た
め

、

継
続

し
て

地
域

に
入

る
中

で
、
地

域
住

民
と

と
も

に
考

え
、

と
も

に
行

動
し

、
課

題
解

決

の
一

助
と

な
る

よ
う

な
仕

組
み

づ
く

り
を

検
討

し
ま

す
。

 

今
後

、
更

な
る

集
落

機
能

の
低

下
が

懸
念

さ
れ

る
中

、
地

域
課

題
へ

の
対

策
を

と
も

に

考
え

る
こ

と
で

、
地

域
と

行
政

と
の

一
体

感

の
醸

成
が

図
ら

れ
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

5
6

 
協

働
に

よ
る

集
落

機
能

の
強

化
 

企
画

課
 

町
民

と
行

政
の

み
な

ら
ず

、
区

、
組

の
集

落
間

の
連

携
、
協

働
に

よ
る

集
落

機
能

の
強

化
つ

い
て

検
討

す
る

ほ
か

、
各

種
団

体
等

と

の
地

域
連

携
に

よ
る

集
落

支
援

に
つ

い
て

も
検

討
し

ま
す

。
 

集
落

機
能

の
強

化
に

よ
る

、
町

全
体

の
機

能
強

化
が

望
め

る
。

 

○
 

→
 

→
 

→
 

→
 

5
7

 
区

組
の

再
編

の
検

討
 

総
務

課
 

人
口

減
少

に
伴

い
存

続
が

危
ぶ

ま
れ

る

区
組

に
つ

い
て

、
再

編
が

可
能

か
ど

う
か

検

討
に

取
り

組
み

ま
す

。
 

区
組

の
存

続
。

 
△

 
→

 
→

 
→

 
→

 

 

②
各

種
団

体
、

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

団
体

、
Ｎ

Ｐ
Ｏ

と
の

連
携

 

№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

5
8

 
協

働
に

よ
る

ま
ち

づ
く

り
活

動
 

企
画

課
 

す
べ

て
の

町
民

が
参

加
し

や
す

い
、

ま

た
、
魅

力
あ

る
ま

ち
づ

く
り

の
た

め
の

企
画

を
立

案
実

施
す

る
こ

と
で

、
ま

ち
づ

く
り

意

識
の

醸
成

を
図

り
ま

す
。

 

ま
た

、
情

報
コ

ー
ナ

ー
の

設
置

や
Ｈ

Ｐ
に

よ
り

ま
ち

づ
く

り
に

関
す

る
情

報
の

発
信

に
努

め
ま

す
。

 

ま
ち

づ
く

り
に

つ
い

て
の

理
解

を
深

め

る
こ

と
と

、
資

金
面

で
の

支
援

を
組

み
合

わ

せ
る

こ
と

で
、
新

た
な

ま
ち

づ
く

り
団

体
の

創
設

に
期

待
が

で
き

る
。

 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
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№
 

取
組

項
目

 
所

管
課

 
取

組
内

容
 

成
果

目
標

 

期
待

す
る

効
果

 

年
度

目
標

 

2
7

 
2

8
 

2
9

 
3

0
 

3
1

 

5
8

 
協

働
に

よ
る

ま
ち

づ
く

り
活

動

（
環

境
美

化
の

推
進

）
 

住
民

環
境

課
 

毎
年

４
月

「
飯

綱
町

一
斉

清
掃

の
日

」
を

設
け

、
主

要
道

路
沿

線
の

環
境

美
化

を
実

施

す
る

と
と

も
に

、
各

区
や

組
と

協
働

し
道

普

請
に

合
わ

せ
「

ご
み

拾
い

」
の

取
り

組
み

を

行
い

ま
す

。
 

ま
た

、
毎

年
１

１
月

に
は

町
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
連

合
会

と
協

働
し

て
主

要
道

路
を

中
心

に
一

斉
清

掃
に

取
り

組
み

ま
す

。
 

・
町

内
の

環
境

美
化

と
町

民
の

環
境

美
化

 

に
対

す
る

意
識

の
高

揚
が

図
ら

れ
る

。
 

・
一

斉
清

掃
に

よ
る

不
法

投
棄

抑
制

効
果

 

が
期

待
さ

れ
る

。
 

◎
 

→
 

→
 

→
 

→
 

5
9

 
団

体
の

活
動

支
援

 
企

画
課

 
住

民
主

体
に

よ
る

ま
ち

づ
く

り
活

動
に

対
し

、
よ

り
多

く
の

支
援

が
で

き
る

よ
う

、

現
行

の
支

援
事

業
の

拡
充

を
検

討
し

ま
す

。
 

ま
ち

づ
く

り
に

つ
い

て
の

理
解

を
深

め

る
こ

と
と

、
資

金
面

で
の

支
援

を
組

み
合

わ

せ
る

こ
と

で
、
新

た
な

ま
ち

づ
く

り
団

体
の

創
設

に
期

待
が

で
き

る
ほ

か
、
活

動
意

欲
の

高
揚

に
繋

が
る

。
 

△
 

◎
 

→
 

→
 

→
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